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－はじめに－ 

 
平素より皆さまには、当社の事業活動につきまして格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼

申し上げます。 
当社は、エア・ウォーター株式会社及び中国電力株式会社が出資して、発電所の建設・運転・

保守を主たる事業とする共同会社として、平成27年2月に設立されました。 
このたび当社は、エア・ウォーター株式会社防府工場内の遊休地（旧カネボウ防府工場跡地）

において、山口県内で生産される間伐材、竹等の未利用材や海外の木質系バイオマスを利用し

たバイオマス・石炭混焼発電所の建設事業を計画しました。 
本事業は、東日本大震災以降の電力コストの上昇及び電力の全面自由化に対応し、低廉で安

定した電力の供給を目的としています。 
また、コスト・供給安定性の面で優れたエネルギー源である石炭を燃料とする一方で、バイ

オマス燃料を積極的に活用することにより、再生可能エネルギーの普及拡大と単位発電量あた

りの二酸化炭素の排出削減を図るとともに、県内の山林整備にも寄与できるものです。 
本計画を進めるにあたり、「山口県環境影響評価条例」に基づき、あらかじめ周辺環境の現

況を調査し、事業に伴う環境への影響について予測・評価を行い、その内容を環境影響評価準

備書としてまとめました。 
本冊子は、準備書の内容を要約書としてとりまとめたものであり、ご一読いただき、是非と

も本計画に対する皆さま方のご理解を賜りますようお願い申し上げます。 
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 対象事業の計画概要 I.

１. 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

事業者の名称：エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口株式会社 

代表者の氏名：代表取締役社長 山本 健介 

主たる事務所の所在地：山口県防府市鐘紡町3番1号 

 

２. 対象事業の内容 

対象事業の名称 防府バイオマス・石炭混焼発電所建設計画 

対象事業の種類 火力発電所の設置の事業 

対象事業を実施する区域 
防府市鐘紡町 3番 1号 

（エア・ウォーター㈱防府工場内）等 約 190,000 ㎡ 

発電所の原動力の種類 汽 力 

対象事業の規模 発電設備の出力（発電端）：112,000kW 

燃 料 
種 類 木質系バイオマス 石 炭 

年間使用量※ 28 万 t 18 万 t 

着工時期 平成 29 年 4 月（予定） 

運転開始時期 平成 31 年度（予定） 

  ※燃料の年間使用量は、バイオマス混焼比率（燃料発熱量における割合）が45％の数量を示す。 

 

３. 対象事業実施区域の位置 
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４. 配置計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 完成予想図 
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６. 設備構成図及びフロー 
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７. 主要な工事工程 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
８. 主要な工事の方法 

工事項目 工事の内容 工事の方法 

土木・基礎工事 ○主要な機器の基礎構築を行う。 

・所定の深さまで掘削後、

基礎杭を打設し、鉄筋コ

ンクリート造りの基礎

を構築する。 

建築工事 

○燃料受入設備、発電設備等を設置するための建屋等を

建てる。 

・タービン建屋 

約44ｍ（幅）×約32ｍ（奥行）×約25ｍ（高） 

・押込通風機室 

約27ｍ（幅）×約7ｍ（奥行）×約12ｍ（高） 

・誘引通風機室 

約16ｍ（幅）×約17ｍ（奥行）×約12ｍ（高） 

・ブロア室 

 約12ｍ（幅）×約6ｍ（奥行）×約7ｍ（高） 

・バイオマス受入ホッパ収納建屋 

 約8ｍ（幅）×約16ｍ（奥行）×約12ｍ（高） 

・尿素水溶解建屋 

約9ｍ（幅）×約13ｍ（奥行）×約12ｍ（高） 

・排水処理装置建屋 

約6ｍ（幅）×約11ｍ（奥行）×約8ｍ（高） 

・事務所、補機室等 

約20ｍ（幅）×約15ｍ（奥行）×約10ｍ（高） 

 

・基礎工事の施工後、建

屋鉄骨の建方を行い、外

部、内部の仕上げを行

う。 

プラント建設工事 

○ボイラ、タービン等を設置する。 

・ボイラ・タービン・発電機 

・燃料供給設備 

・ばい煙処理設備 

・排水処理装置等 

・機器据付工事並びに各

機器を接続する配管・電

気計装工事等を行う。 

その他工事 ○外構工事 
・構内道路の舗装や、雨

水排水路を設置する。 

 

 

工事開始後の年数

工事開始後の月数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

主要工程

土木・基礎工事

建築工事

プラント建設工事

その他工事（外構工事等）

試運転

1 2 3

着
工

立
柱

ド
ラ
ム
揚
げ

水
圧
試
験

受
電

火
入
れ

運
転
開
始
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９. 定常状態における操業規模に関する事項 

主要な設備の概要 （1）

設備名 概 要 

ボイラ 

種 類 循環流動層 

蒸気量 375ｔ/h（最大） 

寸 法 約35ｍ（幅)×約19ｍ（奥行）×約51ｍ（高）

蒸気タービン 
種 類 再熱抽気復水型 

出 力 112,000kW 

発電機 
種 類 3相同期発電機 

容 量 125,000kVA 

主変圧器 
種 類 屋外3相3巻形 

容 量 112,000kVA 

復水器冷却器 
種 類 乾湿併用型強制通風吸引式 

寸 法 約16ｍ（幅)×約61ｍ（奥行）×約13ｍ（高）

ばい煙処理装置 

排煙脱硫装置 種 類 乾式炉内脱硫方式 

排煙脱硝装置 種 類 無触媒脱硝方式 

集じん装置 種 類 バグフィルタ 

排気筒 

種 類 鉄骨支持鋼製排気筒 

高 さ 100ｍ 

口 径 3.3ｍ 

色 彩 彩度の低い水色系統色 

排水処理装置 

中和処理装置 方 式 塩酸、苛性ソーダ中和 

凝集沈殿装置 方 式 凝集沈殿方式 

ろ過装置 方 式 砂ろ過方式 

燃
料
設
備 

石炭・海外 

バイオマス 

受入設備 種 類 石炭・PKS受入ホッパ（密閉構造） 

移送設備 

(受入ホッパ～ 

バンカ) 

種 類 コンベア方式（密閉構造） 

容 量
石炭：600t/h 

PKS：375t/h 

移送設備 

(バンカ～ 

サービスタンク)

種 類 コンベア方式（密閉構造） 

容 量
石炭：100t/h 

PKS：90t/h 

貯蔵設備 

種 類

石炭バンカ（密閉構造） 

PKSバンカ（密閉構造） 

石炭サービスタンク（密閉構造） 

バイオマスサービスタンク（密閉構造） 

容 量

石炭バンカ：4,000t（5,000m3） 

PKSバンカ：1,900t（3,800m3） 

石炭サービスタンク：800t（1,000m3） 

バイオマスサービスタンク：300t（600m3） 

国 内 

バイオマス 

受入設備 種 類 国内バイオマス受入ホッパ（密閉構造） 

移送設備 

(ホッパ～ 

サービスタンク）

種 類 コンベア方式（密閉構造） 

容 量 国内バイオマス：20t/h 

貯蔵設備 
種 類 バイオマスサービスタンク（密閉構造） 

容 量 国内バイオマス：120t（600m3） 

灰
貯
蔵
設
備

フライアッシュタンク 
種 類 鋼製円筒型（密閉構造） 

容 量 400t（800m3） 

ボトムアッシュタンク 
種 類 鋼製円筒型（密閉構造）  

容 量 210t（210m3） 
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ばい煙に関する事項 （2）

ばい煙に関する事項 単 位 計画値（最大値） 

排出ガス量 
湿りガス量 m3N/h 445,000 

乾きガス量 m3N/h 381,000 

排気筒出口ガス 
温度 ℃ 155 

速度 m/s 23 

排気筒 
高さ ｍ 100 

口径 ｍ 3.3 

硫黄酸化物 
排出濃度（実O2基準） ppm 175  

排出量 m3N/h 70  

窒素酸化物 
排出濃度（O2：6％換算値） ppm 100  

排出量 m3N/h 47  

ばいじん 
排出濃度（O2：6％換算値） mg/m3N 30  

排出量 kg/h 14  

注： 1.排ガス量は、最も排ガス量が多くなるバイオマス最大混焼比率(50%)のときの値である。 

 2.排ガス中のO2濃度は5.4％である。 

 3.硫黄酸化物、窒素酸化物の排出濃度は、ばい煙処理（脱硫、脱硝）後の値で、石炭専焼時、

バイオマス混焼時のいずれにおいても出口濃度を一定で管理しているため、同値となる。 
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復水器の冷却水に関する事項 （3）

復水器の冷却には、工業用水を利用した循環冷却方式の冷却塔を採用します。 

 

項 目 内 容 

種 類 乾湿併用型強制通風吸引式 

数 量 6台 

容 量 
水量（循環水量） 14,000m3/h(6台合計) 

風 量 1,500,000m3/h/台 

送風機電動機容量 132kW/台 

制御方法 台数制御 

付属品 飛散防止エリミネーター 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

〔「小規模火力発電に係る環境保全対策ガイドライン」（環境省、平成26年10月）より引用〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブロー水 

工業用水 

水 

蒸 

気 

蒸 気 

 蒸発潜熱 

飛散防止 
エリミネーター 
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一般排水に関する事項 （4）

項 目 単 位 数量等 

排水の量 m3/日 
2,770 

（3,070） 

排水の水質 

水素イオン濃度（pH） - 5.5～8.5 

化学的酸素要求量（COD） mg/L 
30 以下 

（40 以下） 

浮遊物質量 mg/L 
35 以下 

（45 以下） 

窒素含有量 mg/L 
8 以下 

（16以下） 

燐含有量 mg/L 
2 以下 

（4 以下） 

ノルマルヘキサン抽出物質含

有量 
mg/L 5 以下 

大腸菌群数 個/cm3 3,000 以下 

水 温 ℃ 
28 以下（年平均）

36 以下（年最大）

注：数量等は日平均値を示し、（ ）は日最大値を示す。 

 

 

 

 

用水に関する事項 （5）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上 水

他社

日平均：2,600m3/日

日最大：2,600m3/日
工 水

工 水

事務所

ボイラ等

冷却塔

浄化槽

排水処理装置 排水監視槽

総合排水口(既設)

排
水
溝
（
既
設
）

日平均：160m3/日

日最大：460m3/日

日平均：10m3/日

日最大：10m3/日

【排水処理設備】

水質測定箇所

日平均：2,770m3/日

日最大：3,070m3/日10m3/日

600m3/日

8,800m3/日

日平均：2,320m3/日

日最大：1,760m3/日

日平均：280m3/日

日最大：840m3/日

通常：25,291m3/日

最大：29,823m3/日

通常：22,521m3/日

最大：26,753m3/日
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 対象事業実施区域及びその周囲の概況 II.

対象事業実施区域は、防府市の三田尻港に隣接する工業地域に位置しています。 

気候は瀬戸内沿岸型の気候区分に属しますが、降水量は比較的多く、冬の季節風は中国山地に

さえぎられ、夏は海上からの風が吹く瀬戸内海特有の穏やかな気候に恵まれています。平成 27 年

の防府市の人口は 115,783 人、世帯数は 48,955 戸となっています。 

対象事業実施区域は、平成 17 年に閉鎖した旧カネボウ防府工場の跡地で、発電所は、大半が造

成済の工場用地に設置する計画です。 

対象事業実施区域周辺における大気質については、ほぼ環境基準に適合しており、至近 5 年間

の年平均濃度に経年的な変化は見られません。 

また、対象事業実施区域の周辺海域の水質については、ほぼ環境基準に適合しており、至近 5

年間の濃度の推移に大きな変化はありません。 

騒音の状況についても、大部分の地点で環境基準に適合しています。 

 

 
 環境影響評価の項目の選定 III.

対象事業に係る環境影響評価の項目は、「山口県環境影響評価条例」（平成 10 年山口県条例第

37 号）及び「山口県環境影響評価技術指針」（平成 11 年山口県告示第 414 号）を基本とし対象事

業の特性と対象事業実施区域並びにその周囲の状況を考慮するとともに、知事意見を踏まえて次

頁のとおり選定しました。 
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環境影響評価の項目の選定 

                影響要因の区分 
 
環境要素の区分 

工事の実施 土地又は工作物の 
存在及び供用 

造
成
等
の
工
事 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬
に
用
い
る
車
両
の
運
行

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

施設の稼働 資
材
等
の
搬
出
入 

廃
棄
物
の
発
生 

排
ガ
ス 

排 
水 

温
排
水 

機
械
等
の
稼
働 

環 境 の 自

然 的 構 成

要 素 の 良

好 な 状 態

の 保 持 

大気環境 大気質 硫黄酸化物     ○      

 窒素酸化物  ○ ○  ○    ○  

 浮遊粒子状物質     ○      

 石炭粉じん           

 粉じん等  ○ ○      ○  

 重金属等微量物質     ○      

騒 音 騒 音  ○ ○     ○ ○  

振 動 振 動  ○ ○     ○ ○  

水環境 水 質 水の汚れ      ○     

 富栄養化      ○     

 水の濁り ○          

 水 温           

底 質 有害物質           

その他 流向及び流速           

その他の

環境 
地 形 及

び地質 重要な地形及び地質           

生 物 の 多

様 性 の 確

保 及 び 自

然 環 境 の

体 系 的 保

全 

動 物 重要な種及び注目すべき

生息地 
(海域に生息するものを除

く。) 

   ○       

海域に生息する動物           

植 物 重要な種及び群落 
(海域に生育するものを除

く。) 
   ○       

海域に生育する植物           

生態系 地域を特徴付ける生態系           

人 と 自 然

と の 豊 か

な 触 れ 合

い 

景 観 主要な眺望景観及び囲繞

景観    ○       

人と自然との触れ合

いの活動の場 
重要な人と自然との触れ

合いの活動の場   ○      ○  

環 境 へ の

負荷 
廃棄物等 建設工事に伴う副産物 ○          

産業廃棄物          ○

温室効果ガス等 二酸化炭素     ○      

注：  ；「山口県環境影響評価技術指針解説書資料編」（山口県、平成 26 年）に示される火力発電所の環境影響評価項目の例に

挙げられた項目を示す。ゴシック体は準備書において追加した内容を示す。 
○ ；環境影響評価の項目として選定する項目を示す。 
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 環境影響評価の結果の概要 IV.

１. 環境保全のための措置の基本的考え方 

供給安定性が高く経済性に優れている石炭は、今後も不可欠なエネルギーと位置づけられてお

り、その利用に当たっては高効率化とクリーン化を目指した石炭火力発電の技術開発が必要とさ

れています。当社は、長期にわたり低廉かつ安定した電力を供給する観点から、コスト・供給安

定性の面で優れたエネルギー源である石炭を燃料とする一方で、バイオマス発電を導入すること

により、再生可能エネルギーの普及拡大に寄与するとともに、単位発電量あたりの二酸化炭素排

出量を削減することで電源の低炭素化を図る計画です。 
発電所の設置に当たっては、燃料運搬に利用可能な三田尻港に隣接する、山口県防府市のエア・

ウォーター株式会社防府工場内の遊休地を活用することで、造成済みの工場用地が確保できるこ

とから、工事量の低減を図ることが可能となります。 
また、施設の工事及び運転に当たっては、適切な運転管理及び点検、騒音及び振動対策、排水

の管理、人と自然との触れ合いの活動の場への配慮、並びに燃焼灰等の廃棄物の適正処理等の環

境保全措置を適正に講じることとし、環境負荷低減の効果を発揮するため、本事業を着実に進め、

できる限り早期の運転開始を目指すことといたします。 
 

工事の実施に係る環境保全に関する考え方 （1）

工事の実施に当たっては、造成済みの工場用地等を利用することにより工事量の低減を図りま

した。 
陸上交通については、ボイラ等の大型機器の工事用資機材の輸送を極力海上輸送すること、資

材及び機械の運搬に用いる車両の運行においては事前調整を行い可能な限り通勤時間帯を避ける

計画としました。また、建設機械については、ボイラ等の大型機器を可能な限り工場にて組立を

行うこと等により現地での稼働台数の低減を図り、大気質、騒音、振動等への影響を可能な限り

低減することとしました。 
建設工事排水は仮設沈殿槽で処理し、雨水排水は仮設沈砂池へ集水し水中の浮遊物を沈殿させ

た後に既設排水溝へ排水することで、海域の水質への影響を低減する計画としました。また、三

田尻中関港の既存の港湾施設を利用することにより、新たな海域工事を回避することとしました。 
動植物については、可能な限り工事面積を最小限に抑え、計画区域内で確認された重要な種に

ついては、工事前に移植等の措置を講じることとしております。 
産業廃棄物については、工事用資材等の梱包材の簡素化等により発生量の低減に努めるととも

に、可能な限り分別回収・有効利用に努め、処分量を低減することとしました。 
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土地又は工作物の存在及び供用における環境保全に対する考え方 （2）

大気環境の保全については、最新の循環流動層ボイラに最適なばい煙処理対策として乾式炉内

脱硫方式の排煙脱硫、無触媒脱硝方式の排煙脱硝、バグフィルタによる集じん装置を採用し、大

気汚染物質の排出量を大幅に削減することとしました。 
水環境の保全については、プラント排水等は新設する排水処理装置で、生活排水は新設する浄

化槽で適切な処理を行った後、冷却塔ブロー水とともに排水監視槽を経由して、エア・ウォーター

株式会社防府工場敷地内の既設排水溝へ排出することとしました。 
動植物の保全については、可能な限り現状の環境を保存するなどにより動植物の生息・生育に

配慮することとしました。 
景観の保全については、工場地帯の緑地の充実の観点から工事範囲を抑え、可能な限り既存緑

地を保存することとしました。また、発電所建屋の色彩については、住宅地からの景観にも配慮

し、発電所周辺の工場建屋の色彩等を踏まえて選定し、発電所の周辺環境との調和を図ることと

しました。 
産業廃棄物については、発生量の抑制に努め、発生した産業廃棄物は極力有効利用を図り、有

効利用が困難なものは法令に基づき適正に処理することとしました。 
温室効果ガス等については、バイオマス混焼に優れた循環流動層ボイラを採用することにより、

カーボンニュートラルなバイオマスを高い混焼比率で利用し、単位発電量当たりの二酸化炭素排

出量の低減を図ることとしました。 
 

２. 環境影響予測及び評価の結果 

本事業の実施に伴う環境影響について、環境影響評価項目ごとに調査、予測及び評価を行いま

した。工事の実施、土地又は工作物の存在及び供用が環境に及ぼす影響について、選定項目ごと

に要約して示した結果は、表 1～表 9に示すとおりです。 

本事業の推進に当たっては、大気質、騒音、水質、温室効果ガス等の環境に及ぼす影響を可能

な限り低減するように環境保全に配慮した計画を基本としました。 

また、工事の実施に当たっては、周囲の環境保全のほか、事前の工事工程の調整、造成済みの

工場用地の利用等による工事規模の縮小に努め、大気質、騒音、水質、温室効果ガス等の環境に

及ぼす影響を可能な限り低減することとしました。 

本事業の実施が環境に及ぼす影響の評価については、「本事業による環境影響が実行可能な範囲

内で回避又は低減されていること」及び「国又は地方公共団体による環境の保全の観点からの施

策によって、選定した項目の環境要素に関して基準又は目標等が定められている場合には、当該

基準又は目標と調査及び予測の結果との間に整合が図られていること」の観点から行いました。 

工事の実施、土地又は工作物の存在及び供用が、選定した各項目に係る環境に及ぼす影響につ

いて予測及び評価した結果、実行可能な範囲内で環境影響を回避又は低減しており、国及び地方

公共団体が定めている環境基準及び環境目標等の維持・達成に支障を及ぼすものではなく、本計

画は適切なものであると考えます。 
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表1(1) 工事の実施－造成等の工事－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

水
環
境 

水 

質 

水
の
濁
り 

（調査結果の概要） 
排水先である三田尻中関港内における水の濁りは、下表のとおりである。 

 

浮遊物質量の調査結果（水の濁り） 

（単位：mg/L）

調査日 平成15年8月25日 平成16年1月19日 

採取層 上 層 下 層 上 層 下 層 

HD-4（St.8） 5 2 2 1 

HD-2（St.9） 2 2 1 1 

注：採取層の上層は海面下0.5m層、下層は1/2水深層を示す。 

出典：「三田尻中関港港湾計画資料（その2）－改訂－」

（三田尻中関港港湾管理者、山口県、平成19年〕

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（講じようとする環境保全措置） 
・建設工事排水は仮設沈殿槽で処理し、雨水排水は仮設沈砂池へ集水し水中の浮

遊物を沈殿させ、既設排水溝へ排水する。 
・建設工事排水は、仮設沈殿槽出口において濁りを監視する。 

14



15 

 

予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
建設工事に伴う工事排水は仮設沈殿槽に集水し、水中の浮遊物を沈殿させ、必要に応じて処

理を行った後に、エア・ウォーター株式会社防府工場敷地内の既設排水溝へ排出する計画であ
る。また、雨水排水は場内に設置した仮設沈砂池に集水し、水中の浮遊物を沈殿させ、エア・
ウォーター株式会社防府工場敷地内の既設排水溝へ排出する計画である。 

既設排水溝に排出した排水は、旧カネボウ防府工場敷地内の現在操業している5社共通の総合
排水口より海域へ排出される。 

これらの処理を行うことで、濁水が直接海域へ排出することはないこと、処理した排水は海
域へ排出された後、速やかに拡散することから、水の濁りによる影響は排水口周辺に限られる
ものと考えられ、排水先の海域（三田尻中関港内）の水質の変化は小さいと予測する。 

 
工事中排水に係るフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価の概要） 
工事の実施による水の濁りについては、環境保全措置を講じることにより、排水の水質は適

正に管理した後に海域へ排出することから、海域（三田尻中関港内）の水質の変化は小さいも
のと予測され、造成等の工事により発生する一時的な水の濁り（浮遊物質量：SS）は、実行可
能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 
また、排水の適正処理と監視により、排水先の海域の現況を著しく悪化させることはないも

のと評価する。 

建設工事排水

他社

雨水排水 仮設沈砂池

仮設沈殿槽

総合排水口(既設)

排
水
溝
（
既
設
）

工事中水質監視箇所

日最大：145m3/日

日最大：3,600m3/日
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表1(2) 工事の実施－造成等の工事－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

廃
棄
物
等 

建
設
工
事
に
伴
う
副
産
物 

（調査結果の概要） 
一般廃棄物及び産業廃棄物の排出状況、処理・処分の状況は、下表のとおりである。
 

一般廃棄物及び産業廃棄物の排出状況、処理・処分の状況 

項 目 内 容 備 考 

防府市における一般廃棄物の総

排出量 

51.3千t/年 平成25年度 

山口県における産業廃棄物の発

生量 

7,972.4千t/年 平成25年度 

防府市における一般廃棄物の処

理・処分の状況 

処理量：50.4千t/年 

最終処分量：7.6千t/年 

資源化率：8.2% 

平成25年度 

山口県における産業廃棄物の処

理・処分の状況 

発生量：7,972.4千t/年 

最終処分量：332.4千t/年 

資源化率：55.6% 

平成25年度 

防府市における一般廃棄物処理

施設の設置状況 

バイオガス化施設、焼却施設、小

型動物焼却炉、リサイクル施設 

－ 

山口県における産業廃棄物の処

理施設の設置状況 

木くず又はがれき類の破砕施設

191箇所、汚泥の脱水施設53箇所

等、全472箇所 

平成26年度 

 
国及び地方公共団体の将来計画に係る情報については、下表のとおりである。 
 

国及び地方公共団体の将来計画に係る情報 

計画等 内 容 目標値等 

「建設ﾘｻｲｸﾙ推進計画2014」（国

土交通省、平成26年9月） 

建設廃棄物等の再資源化等に

ついて目標設定（平成30年度）

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊：99%以上 

建設発生木材：95%以上 

建設汚泥：90%以上 等 

「山口県循環型社会形成推進基

本計画（第3次計画）骨子案」（山

口県、平成27年10月） 

廃棄物のリサイクル率、バイ

オマスの利用等について目標

設定（平成32年度） 

建設廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率96%（予定）

森林ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用量（林地残

材）：55,000t 

ﾊﾞｲｵﾏｽ(発電)の導入：100,000kW

等 

「防府市環境基本計画」（防府

市、平成24年3月） 

廃棄物等の最終処分量等につ

いて目標設定（平成33年度）

廃棄物等の最終処分量：6,571t等

「防府市ごみ処理基本計画」（防

府市、平成25年3月） 

事業系ごみ排出量等について

目標設定（平成33年度） 

事業系ごみ排出量：14,565t/年 

一般廃棄物ﾘｻｲｸﾙ率：30.8% 等 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
工事の実施に伴う主な産業廃棄物の種類及び量の予測結果は、下表のとおりである。 
 

工事の実施に伴い発生する産業廃棄物 
（単位：t）

区 分 内 容 発生量
有 効

利用量
処分量 備 考 

がれき類 

コンクリートガラ 約 49 約 48 約 1 

・地盤整備工事、基礎工事等の残材は、路

盤材として有効利用する計画である。

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

アスファルトガラ 約 18 約 17 約 1 

・地盤整備工事の残材は、路盤材として有

効利用する計画である。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

ALC、ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎ﾁｯ

ﾋﾟﾝｸﾞくず、残耐火

材等 

約 55 約 30 約 25 

・外壁工事、基礎はつり、耐火材工事の残

材は、路盤材として有効利用する計画で

ある。また、極力廃棄物の出ない ALC 成

形品で発注する計画である。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

木くず 型枠残材、梱包材等 約 250 約 238 約 12 

・型枠工事の残材、機器の梱包材等は、木

質燃料として有効利用する計画である。

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

金属くず 
配筋残材、配管く

ず、番線くず等 
約 509 約 420 約 89 

・間仕切工事の軽鉄下地、基礎工事の鉄筋、

配管工事の残材等は、有価物として売却

し有効利用する計画である。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

ガラスくず、コンク

リートくず及び陶磁

器くず 

石膏ボード、残保温

材等 
約 21 約 17 約 4 

・建築間仕切工事、保温工事の残材は、紙

類は再生紙として、石膏は石膏材料とし

て、保温材は再成型し保温材としてそれ

ぞれ有効利用する計画である。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

廃プラスチック類 
梱包材、養生シート

等 
約 49 約 30 約 19 

・梱包材、養生シート等の残材は、リサイ

クル燃料として有効利用する計画であ

る。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

紙くず 段ボール、梱包材等 約 39 約 30 約 9 

・機器の梱包材等は、リサイクル燃料およ

び再生紙原料として有効利用する計画

である。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処理

業者に委託し、適正に処理する。 

合 計 約 990 約 830 約 160 － 

注：1.ALC とは軽量気泡コンクリートの一種である。 

2.有効利用とは再資源化等をいう。 
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表1(3) 工事の実施－造成等の工事－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

廃
棄
物
等 

建
設
工
事
に
伴
う
副
産
物 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、現地での工事
量を低減し、工事に伴う廃棄物の減量化を図る。 

・工事用資材等は、搬出入時の梱包材の簡素化により、産業廃棄物の発生量を低減
する。 

・工事の実施に伴い発生する金属くず、木くず、ガラス・陶磁器くず、がれき類等
は、法令に基づき、廃棄物の再資源化等を図ることができる廃棄物処理業者に委
託し、資源の有効利用に努め、処分量を低減する。 

・廃棄物性状から分別回収・再使用・再生利用が困難な産業廃棄物については、産
業廃棄物の種類ごとに廃棄物処理業者に委託して適正に処分する。 
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予測結果・評価の概要 

工事の実施に伴い発生する建設発生土 
（単位：m3） 

区 分 

掘削土 利用土量 

残土量 

発生量 埋戻土量 盛土量 計 

掘削工事 約 26,050 約 3,680 約 22,370 約 26,050 0 

杭打工事  約 9,000 約 5,750  約 3,250  約 9,000 0 

合 計 約 35,050 約 9,430 約 25,620 約 35,050 0 

 

 

 
 
（評価の概要） 

工事の実施に伴い産業廃棄物約990t、建設発生土約35,050m3の発生が見込まれるが、産業廃
棄物は約830tを有効利用し、建設発生土は全量を埋戻及び盛土に再利用する計画である。処分
が必要な産業廃棄物約160tは、法令に基づき適正に処理することから、環境への負荷量の増加
は少ないものと考えられ、産業廃棄物の発生は実行可能な範囲内で低減が図られているものと
評価する。 

また、工事の実施に伴う廃棄物は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成
12年5月31日法律第104号）及び「建設リサイクル推進計画2014」（国土交通省、平成26年9月）
等の諸計画に基づき建設資材廃棄物の再資源化等に努め、可能な限り有効利用し、廃棄物の排
出を抑制するとともに、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年法律第137号）に基づ
き適正に処理する。 
以上のことから、関係法規及び諸計画との整合が図られていると評価する。 

19



20 

表2(1) 工事の実施－建設機械の稼働－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

窒
素
酸
化
物
・
粉
じ
ん
等 

（調査結果の概要） 
（１）気象の状況 

気象の状況（地上気象）は、平成27年1月1日～12月31日の現地調査結果に
よれば、年間全日の風向は西北西の風が最も多く、平均風速は2.7m/sとなっ
ている。 

 

（２）窒素酸化物の濃度の状況 
対象事業実施区域の最寄りの一般局である華浦小学校における二酸化窒素

の濃度の状況は、下表のとおりである。 
 

二酸化窒素の環境濃度の概要（華浦小学校） 

項 目 

年 度 

年平均値 

（ppm） 

日平均値の98％値

（ppm） 

環境基準 

達成状況 

環境基準の 

評 価 

平成22年度 0.010 0.022 ○ 

日平均値が 

0.04～0.06ppm 

までのゾーン内又は

それ以下 

平成23年度 0.009 0.022 ○ 

平成24年度 0.009 0.021 ○ 

平成25年度 0.009 0.019 ○ 

平成26年度 0.009 0.022 ○ 

 

 
 
 
 
 
 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、現地工事
量を低減することにより、建設機械の使用台数の低減を図る。 

・工事に使用する建設機械等はアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・事前に工事工程の調整等を行い、建設機械稼働台数の平準化を図ることによ

り、建設機械の稼働による影響の低減を図る。 
・工事規模に合わせて建設機械を適正に配置し、効率的に使用する。 
・建設機械について、点検、整備により性能維持に努め、作業にあった適切な

方法で使用する。 
・粉じん等については、必要に応じて散水等を行う。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹底

する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
建設機械から排出される二酸化窒素の日平均値予測結果は、下表のとおりである。 

 
建設機械の稼働による二酸化窒素予測結果 

（工事開始後 3 ヶ月目） 

予測地点 

建設機械 
寄与濃度 

バック 
グラウンド

濃度 

将  来 
環境濃度 

環境基準 
(ppm) 

a 
(ppm) 

b 
(ppm) 
a+b 

民家が存在する
地域における最
大寄与濃度地点 

0.03418 0.021 0.05518 

日平均値が 0.04～
0.06 

ppm までのゾーン内
又はそれ以下 

注：バックグラウンド濃度は、最寄りの一般局である華浦小学校における平成27年1月～12月の二酸化窒素濃度の日

平均値の年間98%値とした。 

 
 

また、建設機械の洗浄や建設機械の稼働場所において適宜散水を行うことから、粉じん等の
影響は少ないと予測する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
               
 
 
 
 
（評価の概要） 

建設機械から排出される窒素酸化物及び粉じん等については、環境保全措置を講じることに
より、建設機械の稼働による窒素酸化物の排出量は低減され、粉じん等については必要に応じ
散水等を行い発生を抑制することから、建設機械の稼働に伴う大気質の環境影響は実行可能な
範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 
また、建設機械の稼働に伴う二酸化窒素の将来環境濃度は0.05518ppmであり、環境基準（1時

間値の日平均値が0.04～0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下）に適合している。 
以上のことから、二酸化窒素については、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものでは

ないと評価する。 
なお、粉じん等については、環境基準等の基準又は規制値は定められていない。 
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表2(2) 工事の実施－建設機械の稼働－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域の敷地境界の2地点及び近隣民家の2地点における騒音の

現地調査結果は、下表のとおりである。 
 

敷地境界における騒音調査結果（LA5） 

         調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月) 

項  目 

測 定 値 

朝 

（6 時～8 時）

昼間 

(8 時～18 時)

夕 

(18時～21時) 

夜間 

(21 時～6 時)

時間率 

騒音レベル 

(デシベル) 

№1 
平日 58 62 56 53 

休日 55 57 50 54 

№2 
平日 52 64 50 50 

休日 48 51 49 50 

 注：1.時間区分は、「山口県公害防止条例施行規則第10条」による時間区分である。 

    

 

近隣民家における騒音調査結果（LAeq） 

調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼 間（6 時～22 時） 夜 間（22 時～6 時） 

等価 

騒音レベル 

(デシベル) 

№3 
平日 56 47 

休日 55 49 

№4 
平日 50 45 

休日 45 42 

 注：1. 昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 

    

 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、現地工事
量を低減することにより、建設機械の使用台数の低減を図る。 

・事前に工事工程の調整等を行い、建設機械稼働台数の平準化を図ることによ
り、建設機械の稼働による影響の低減を図る。 

・騒音の発生源となる建設機械は、可能な限り低騒音型の建設機械を使用する。
・夜間の特定建設作業は行わない。 
・工事規模に合わせて建設機械を適正に配置し、効率的に使用する。 
・必要に応じて騒音対策を実施し、建設機械の稼働による影響の低減に努める。
・建設機械について、点検、整備により性能維持に努め、作業にあった適切な

方法で使用する。 
・定期的に実施予定の会議等において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹

底する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
工事中における建設機械の稼働に伴う建設作業騒音の予測結果は、下表のとおりである。 

 
建設機械の稼働に伴う騒音レベルの予測結果(LA5) 

（工事開始後 5 ヶ月目） 
（単位：デシベル） 

予測地点 
現況実測値 

（LA5） 

騒音レベル予測結果（LA5） 

基準値 

予測値 合成値 

敷地境界 

No.1 62 67 68 

85 以下 
No.2 64 73 74 

注：1. 現況実測値は、工事時間帯を勘案し、平日、昼間の時間区分（8時～18時）とした。 

        2. 合成値は、予測値と現況実測値を合成した値である。 

        3. 基準値は、特定建設作業に係る第1号区域の規制基準85デシベルである。       

 
 

建設機械の稼働に伴う騒音レベルの予測結果（LAeq） 

（工事開始後 5 ヶ月目） 
（単位：デシベル） 

予測地点 
現況実測値

（LAeq） 

騒音レベル予測結果（LAeq） 

環境基準 

予測値 合成値 

近隣民家 
№3 56 53 58 65 以下 

№4 50 58 59 60 以下 

     注：1. 合成値は、予測値と現況実測値（平日、昼間(6時～22時))を合成した値である。 

        2. 環境基準は、№3は道路に面する地域のC類型、№4は道路に面する地域以外のC類型の値を示した。 

        

 

（評価の概要） 
建設機械の稼働に伴う騒音については、建設機械の稼働が最大となる工事開始後5ヶ月目にお

ける対象事業実施区域の敷地境界の騒音レベル(LA5)の予測結果は、68及び74デシベルであり、
特定建設作業騒音の敷地境界における規制基準である85デシベルを下回っている。 

また、近隣民家における等価騒音レベル（LAeq）の予測結果は、工事開始後5ヶ月目で58及び
59デシベルであり、いずれの地点も現況よりも高くなるが、環境基準を下回っている。 

以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表2(3) 工事の実施－建設機械の稼働－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域の敷地境界の2地点及び近隣民家の2地点における振動の

現地調査結果は、下表のとおりである。 
 

敷地境界における振動調査結果（L10） 

         調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月)

項  目 

測 定 値 

昼間 

（8 時～19 時） 

夜間 

（19 時～8 時） 

時間率 

振動レベル 

(デシベル) 

№1 
平日 37 39 

休日 28 28 

№2 
平日 37 32 

休日 34 34 

 注：1.昼夜の時間区分は、「平成23年防府市告示第45号及び第46号」に基づく区分である。 

    

近隣民家における振動調査結果（L10） 

調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月)

項  目 

測 定 値 

昼間 

（8 時～19 時） 

夜間 

（19 時～8 時） 

時間率 

振動レベル 

(デシベル) 

№3 
平日 38 29 

休日 34 31 

№4 
平日 27 25 未満 

休日 25 未満 25 未満 

注：1. 昼夜の時間区分は、「平成23年防府市告示第45号及び第46号」に基づく区分である。 

    

 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、現地工事
量を低減することにより、建設機械の使用台数の低減を図る。 

・事前に工事工程の調整等を行い、建設機械稼働台数の平準化を図ることによ
り、建設機械の稼働による影響の低減を図る。 

・振動の発生源となる建設機械は、可能な限り低振動型の建設機械を使用する。
・夜間の特定建設作業は行わない。 
・工事規模に合わせて建設機械を適正に配置し、効率的に使用する。 
・建設機械について、点検、整備により性能維持に努め、作業にあった適切な

方法で使用する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹底

する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
工事中における建設機械の稼働に伴う建設作業振動の予測結果は、下表のとおりである。 

 
建設機械の稼働に伴う振動レベルの予測結果（L10） 

（工事開始後 3 ヶ月目） 
（単位：デシベル） 

予測地点 
現況実測値

（L10） 

振動レベル予測結果（L10） 
基準値 

予測値 合成値 

近隣民家 
№3 38 22 38 

55 
№4 27 51 51 

     注：1. 現況実測値は、工事時間帯を勘案し、昼間の時間区分（8 時～19 時）とした。 

        2. 合成値は、予測値と現況実測値を合成した値である。 

        3. 基準値には、参考として「新・公害防止の技術と法規2011-騒音・振動編」（(社)産業環境管理協会、

平成23年）による振動の感覚閾値を示した。     

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（評価の概要） 

建設機械の稼働に伴う振動については、環境保全措置を講じることにより、近隣民家におけ
る振動レベル（L10）の予測結果は、工事開始後3ヶ月目で38及び51デシベルであり、振動の感覚
閾値とされている55デシベルを下回っている。 

以上のことから、生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られており、環境
保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表3(1) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

窒
素
酸
化
物
・
粉
じ
ん
等 

（調査結果の概要） 
（１）気象の状況 

気象の状況（地上気象）は、平成27年1月1日～12月31日の現地調査結果に
よれば、年間全日の風向は西北西の風が最も多く、平均風速は2.7m/sとなっ
ている。 

 
（２）窒素酸化物の濃度の状況 

主要な交通ルート沿いの2地点における二酸化窒素の測定結果は、下表のと
おりである。 
 

二酸化窒素の沿道環境濃度 
春季：平成27年 4月 8日～14日

夏季：平成27年 8月 5日～11日

秋季：平成27年10月 1日～ 7日

冬季：平成27年 2月 4日～10日

調査地点（道路名） 

二酸化窒素（NO2） 

有効

測定

日数

測定

時間

期間

平均値

1時間

値の

最高

値

1時間値が

0.2ppmを

超えた

時間数と

その割合

1時間値が 

0.1ppm以上 

0.2ppm以下の

時間数と 

その割合 

日平均値が 

0.06ppmを 

超えた 

日 数 と 

その割合 

日平均値が

0.04ppm以上

0.06ppm以下

の日数とそ

の割合 

日 時間 ppm ppm 時間 % 時間 % 日 % 日 % 

防府市記念モデル 

児童公園 

(市道牟礼中関線) 

№1 

28 672 0.010 0.047 0 0 0 0 0 0 0 0 

石が口自治会館 

(県道 185 号線) 

№4 

28 672 0.011 0.038 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
（３）交通量の状況 

主要な交通ルート沿いの4地点における交通量調査結果は、下表のとおりで
ある。 

交通量調査結果 

【平日】                  調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木) 

調査地点 区 分 

昼  間 

6 時～22 時 

（台/16h） 

夜  間 

22 時～6 時

（台/8h） 

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度

 

（km/h）

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 5,154 204 5,358 

40 大型車 186 6 192 

合 計 5,340 210 5,550 

市道三田尻沖ノ原線

№2 

小型車 9,468 504 9,972 

40 大型車 486 6 492 

合 計 9,954 510 10,464 

市道三田尻沖ノ原線

№3 

小型車 5,466 330 5,796 

40 大型車 288 6 294 

合 計 5,754 336 6,090 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

小型車 16,896 1,110 18,006 

50 大型車 792 174 966 

合 計 17,688 1,284 18,972 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
窒素酸化物及び粉じん等の予測地点における将来交通量は、下表のとおりである。 

 
予測地点における将来の交通量（工事開始後１６ヶ月目） 

予測地点 

一般車両 

（台/24h） 

工事関係車両 

（台/24h） 

合 計 

（台/24h） 
工事関係

車両の割合

（％） 小型車 大型車 合 計 小型車 大型車 合 計 小型車 大型車 合 計 

市道牟礼中関線 

№1 
5,358 192 5,550 52 2 54 5,410 194 5,604 1.0 

市道三田尻沖ノ原線

№2 
9,972 492 10,464 90 2 92 10,062 494 10,556 0.9 

市道三田尻沖ノ原線

№3 
5,796 294 6,090 52 18 70 5,848 312 6,160 1.1 

県道185号線 

№4 
18,006 966 18,972 46 6 52 18,052 972 19,024 0.3 

注：1．一般車両は、交通量の現地調査結果を用いた。 
  2．一般車両将来交通量は、過去の道路交通センサスの結果から、近年の交通量に増加傾向は認め

られないことから、伸び率は考慮しないこととした。 
  

 
資材及び機械の運搬に用いる車両の占める割合は、地点No.1では1.0%、地点No.2では

0.9%、地点No.3では1.1%、地点No.4では0.3%である。 
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表3(2) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

窒
素
酸
化
物
・
粉
じ
ん
等 

（講じようとする環境保全措置） 
・土木基礎工事等で発生する掘削土は、対象事業実施区域内で埋戻、盛土と

して全量再利用して残土の発生を回避し、工事関係車両台数の低減を図るこ
とで工事中の自動車の排ガスを低減する。 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、海上輸
送を行うことで、工事関係車両台数を低減する。 

・事前に工事工程の調整等を行い、工事関係車両台数の平準化を図ることに
より、工事関係車両による影響の低減を図る。 

・工事用資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が集中する時
間帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 

・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・工事関係車両の出場時には適宜タイヤ洗浄を行い、粉じん等の飛散防止を

図る。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹

底する。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う窒素酸化物及び粉じん等については、環境保

全措置を講じることにより、将来交通量に占める車両の割合が、地点No.1で1.0%、地点No.2で
0.9%、地点No.3で1.1%、地点No.4で0.3%であることから、沿道周辺の生活環境に及ぼす影響は
少ないものと考えられ、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 
 二酸化窒素については、将来交通に占める資材及び機械の運搬に用いる車両の割合は、最大
でも1.1%（地点No.3）であることから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではない
と評価する。 

なお、粉じん等については、環境基準等の基準又は規制値は定められていない。 
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表3(3) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（調査結果の概要） 
主要な交通ルート沿いの4地点における道路交通騒音及び交通量の現地調査結

果は、下表のとおりである。 
 

道路交通騒音調査結果（LAeq） 

調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木)、25日(日)～26日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼間(6 時～22 時) 夜間(22 時～6 時)

等価 

騒音レベル 

(デシベル) 

市道牟礼中関線 

№1 

平日 63 53 

休日 62 54 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

平日 63 55 

休日 63 55 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

平日 64 55 

休日 64 56 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

平日 65 60 

休日 63 59 

注：昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 

 

 

交通量調査結果 

【平日】                   調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木) 

調査地点 区 分

昼  間 

6 時～22 時

（台/16h）

夜  間 

22 時～6 時

（台/8h） 

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度 

 

(km/h） 

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 5,154 204 5,358 

40 大型車 186 6 192 

合 計 5,340 210 5,550 

市道三田尻沖ノ原線

№2 

小型車 9,468 504 9,972 

40 大型車 486 6 492 

合 計 9,954 510 10,464 

市道三田尻沖ノ原線

№3 

小型車 5,466 330 5,796 

40 大型車 288 6 294 

合 計 5,754 336 6,090 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

小型車 16,896 1,110 18,006 

50 大型車 792 174 966 

合 計 17,688 1,284 18,972 

注：昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通騒音の予測結果は、下表のとおりで
ある。 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う騒音の予測結果（LAeq） 
（工事開始後 5 ヶ月目） 

【昼間（6 時～22 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(ＬAeq) 

 

 

① 

騒音レベル予測結果(ＬAeq) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

環
境
基
準 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
63 66 66 63 0 65 75

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
63 69 69 63 0 65 75

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
64 68 69 65 1 65 75

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

65 71 71 65 0 70 75

 注：1.現況実測値及び騒音レベル予測結果は等価騒音レベル（LAeq）を示す。 

2.環境基準は、№1は道路に面する地域のB類型、№2及び№3は道路に面する地域のC類型、№4は幹線交通を担う道路に近接す

る空間の特例基準を示した。 

3.要請限度は、№1及び№4は「騒音規制法」に基づくb区域の2車線以上の昼間の値を、それ以外はc区域の2車線以上の昼間

の値を示した。 
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表3(4) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（講じようとする環境保全措置） 
・土木基礎工事等で発生する掘削土は、対象事業実施区域内で埋戻、盛土とし

て全量再利用して残土の発生を回避し、工事関係車両台数の低減を図ること
で工事中の自動車の騒音を低減する。 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、海上輸送
を行うことで、工事関係車両台数を低減する。 

・事前に工事工程の調整等を行い、工事関係車両台数の平準化を図ることによ
り、工事関係車両による影響の低減を図る。 

・工事用資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が集中する時間
帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 

・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹底

する。 

32



33 

 

予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通騒音については、環境保全措置を講

じることにより、沿道周辺の生活環境に及ぼす影響は実行可能な範囲で低減が図られていると
評価する。 
また、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通騒音レベルの予測結果は№1

が63デシベル、№2が63デシベル、№3が65デシベル、№4が65デシベルであり、環境基準を満
足している。 
以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表3(5) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（調査結果の概要） 
主要な交通ルート沿いの4地点における道路交通振動及び交通量の調査結果は、

下表のとおりである。 

 
道路交通振動調査結果（L10） 

調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木)、25日(日)～26日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼間(8 時～19 時) 夜間(19 時～8 時)

振動レベル 

(デシベル) 

市道牟礼中関線 

№1 

平日 26 25 

休日 26 25 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

平日 35 27 

休日 26 25 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

平日 39 31 

休日 39 31 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

平日 33 29 

休日 29 29 

注：1.昼夜の時間区分は、「平成 23 年防府市告示第 48 号」に基づく区分である。 

2.測定値は、各時間区(昼間、夜間)における時間率振動レベル(L10)の算術平均値である。 

 
 

 

交通量調査結果 
【平日】                  調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木) 

調査地点 区 分

昼  間 

8 時～19 時

（台/11h）

夜  間 

19 時～8 時

（台/13h）

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度 

 

(km/h） 

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 4,314 1,044 5,358 

40 大型車 168 24 192 

合 計 4,482 1,068 5,550 

市道三田尻沖ノ原線

№2 

小型車 8,142 1,830 9,972 

40 大型車 450 42 492 

合 計 8,592 1,872 10,464 

市道三田尻沖ノ原線

№3 

小型車 4,518 1,278 5,796 

40 大型車 258 36 294 

合 計 4,776 1,314 6,090 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

小型車 13,884 4,122 18,006 

50 大型車 744 222 966 

合 計 14,628 4,344 18,972 

注：昼夜の時間区分は、「平成 23 年防府市告示第 48 号」に基づく区分である。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通振動の予測結果は、下表のとおりで

ある。 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う振動の予測結果（L10） 
（工事開始後 5 ヶ月目） 

【昼間（8 時～19 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(Ｌ10) 

 

 

① 

振動レベル予測結果(Ｌ10) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
28 40 40 28 0 65 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
37 44 44 37 0 70 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
41 41 42 42 1 70 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

36 48 48 37 1 65 

   
【夜間（19 時～8 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(Ｌ10) 

 

 

① 

振動レベル予測結果(Ｌ10) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

工事関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
26 40 40 26 0 60 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
33 40 40 33 0 65 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
42 41 42 43 1 65 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

33 47 47 33 0 60 

 注：1.現況実測値及び振動レベル予測結果は時間率振動レベル（L10）を示す。 

2.要請限度は、№1及び№4は「振動規制法」に基づく第1種区域、それ以外は第2種区域の値を示した。 

3.現況実測値は、影響が最大となった時間の実測値である。 
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表3(6) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（講じようとする環境保全措置） 
・土木基礎工事等で発生する掘削土は、対象事業実施区域内で埋戻、盛土として
全量再利用して残土の発生を回避し、工事関係車両台数の低減を図ることで工
事中の自動車の振動を低減する。 

・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、海上輸送を
行うことで、工事関係車両台数を低減する。 

・事前に工事工程の調整等を行い、工事関係車両台数の平準化を図ることにより、
工事関係車両による影響の低減を図る。 

・工事用資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が集中する時間帯
を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 

・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹底す

る。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通振動については、環境保全措置を講

じることにより、沿道周辺の生活環境に及ぼす影響は実行可能な範囲で低減が図られていると
評価する。 
また、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う道路交通振動レベルの予測結果は26～

43デシベルであり、要請限度を下回っている。 
以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表3(7) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

（調査結果の概要） 
（１）人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

主要な場として「天神山公園（防府天満宮）」、「毛利氏庭園」等の5地点を選
定した。活動の場の概要は、下表のとおりである。 

 

人と自然との触れ合いの活動の場の概要 

名 称 地 域
方 向 

距 離 
利用状況 利用形態 

天神山公園 

（防府天満宮） 
防府市

北西 

約 3.0 ㎞

日本三天神の一つで防府市を

代表する観光地、防府天満宮

の背後にあたる天神山一帯に

広がるこの公園は、春はウ

メ・サクラの名所として、そ

の香りや彩りを楽しめる。 

野 外 レ ク リ

エーション 

毛利氏庭園 防府市
北 

約 2.0 ㎞

旧藩主毛利氏の邸宅で、国指

定の名勝。現在邸宅の一部は、

毛利博物館として毛利氏に伝

わる宝物を所蔵、展示してい

る。 

野 外 レ ク リ

エーション 

大平山山頂公園 防府市
北東 

約 5.0 ㎞

防府市最高峰大平山の山頂に

整備されている公園で、遊具

などを設置し、防府市のレク

リエーションスポットになっ

ている。 

野 外 レ ク リ

エーション 

向島運動公園 防府市
南西 

約 4.0 ㎞

向島西側の海岸沿いに位置

し、全天候型テニスコートや、

野球･ソフトボール・サッカー

などができる多目的広場があ

る。 

スポーツ 

桑山公園 防府市
西 

約 2.0 ㎞

桑山は山全体が公園になって

おり、遊歩道がめぐり、四季

を通じて豊かな自然が楽しめ

る。4 月には花見を楽しむ市民

でにぎわう。 

野 外 レ ク リ

エーション 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
工事関係車両の台数が最大となる時期の交通量は、下表のとおりである。 

 

予測地点における平日の交通量 
（工事開始後16ヶ月目） 

予測地点 区 分 

昼間（7時～19時）交通量（台/12h） 
工事関係 

車両の割合 

（％） 

現 状 将  来 

一般車両 一般車両 
工事 

関係車両 
合 計 

市道 

牟礼中関線 

№1 

小型車 4,398 4,398 52 4,450 1.2%

大型車 180 180 2 182 1.1%

合 計 4,578 4,578 54 4,632 1.2%

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 8,082 8,082 90 8,172 1.1%

大型車 468 468 2 470 0.4%

合 計 8,550 8,550 92 8,642 1.1%

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 4,590 4,590 52 4,642 1.1%

大型車 276 276 18 294 6.1%

合 計 4,866 4,866 70 4,936 1.4%

一般県道 

防府停車場向島線 

№4 

小型車 14,208 14,208 46 14,254 0.3%

大型車 768 768 6 774 0.8%

合 計 14,976 14,976 52 15,028 0.3%

主要地方道 

防府停車場線 

③ 

小型車 16,827 16,827 58 16,885 0.3%

大型車 1,355 1,355 14 1,369 1.0%

合 計 18,182 18,182 72 18,254 0.4%

主要地方道 

防府環状線 

⑤ 

小型車 9,261 9,261 52 9,313 0.6%

大型車 1,776 1,776 18 1,794 1.0%

合 計 11,037 11,037 70 11,107 0.6%

一般県道 

三田尻港徳地線 

⑦ 

小型車 6,721 6,721 58 6,779 0.9%

大型車 658 658 14 672 2.1%

合 計 7,379 7,379 72 7,451 1.0%

注：1．交通量は、人と自然との触れ合いの活動の主な活動時間帯である昼間（7 時～19 時）における往復交通量
を示す。 

  2．一般車両交通量は、現地調査による交通量である。 
  3．一般車両将来交通量は、過去の道路交通センサスの結果から、近年の交通量に増加傾向は認めら

れないことから、伸び率は考慮しないこととした。 
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表3(8) 工事の実施－資材及び機械の運搬に用いる車両の運行－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

（講じようとする環境保全措置） 
・ボイラやタービン等の大型機器は、可能な限り工場製作組立とし、海上輸送を

行うことで、工事関係車両台数を低減する。 
・人と自然との触れ合いの活動の場の利用の多い休日は、可能な限り工事用資材

等の搬出入は行わない。 
・工事用資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が集中する時間帯

を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者へ周知徹底す

る。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行については、環境保全措置を講じることにより、予

測地点における平日の工事用資材等の搬出入による車両の増加の割合は、工事中において工事
関係車両の交通量が最大になる工事開始後16ヶ月目に最大で1.4％（70台）程度となることから、
主要な人と自然との触れ合い活動の場に対する影響は少ないものと考えられ、資材及び機械の
運搬に用いる車両の運行に伴う影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価す
る。 
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表4(1) 土地又は工作物の存在及び供用－地形改変及び施設の存在－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

動 
 

物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域及び周辺地域において、現地調査及び文献その他の資料調査で

確認された動物は、下表のとおりである。 
 

動物相の調査結果 

区  分 現地調査 文献その他資料調査 

哺 乳 類 3 目 4 科 6 種 6目9科18種 

鳥  類 11 目 28 科 62 種 14目39科131種 

爬 虫 類 2 目 5 科 6 種 2目7科14種 

両 生 類 1 目 2 科 4 種 1目3科7種 

昆 虫 類 17 目 178 科 536 種 9目44科172種 

 

 

対象事業実施区域内における重要な種（現地調査） 

区 分 No. 種 名 区 分 No. 種 名 

哺 乳 類 1 イタチ科の一種 鳥  類 11 コサメビタキ 

鳥  類 2 ミサゴ 昆 虫 類 12 ベニイトトンボ 

 3 ハヤブサ  13 フタテンカメムシ 

 4 チョウゲンボウ  14 シルビアシジミ 

 5 オオバン  15 コガムシ 

 6 ハマシギ  

 7 ウミネコ 

 8 ヒバリ 

 9 オオヨシキリ 

 10 センダイムシクイ
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
予測の対象は、現地調査において対象事業実施区域で確認した重要な種の哺乳類１種・昆虫

類４種、並びに、対象事業実施区域及びその周辺約200ｍの範囲で確認した鳥類10種の合計15種
とした。 

影響の予測結果は、下表のとおりである。 
 

種 名 予 測 結 果 

哺乳類 1. イタチ科の一種 対象事業実施区域内でイタチ科の一種の糞を夏季・秋季に１例ずつ、確認し

たが、イタチ科の一種の糞が確認された池や水路については、本事業による

改変や排水流入等は計画されていないことから、確認情報がニホンイタチで

あった場合でも、施設の存在による影響はほとんどないものと考える。 

鳥 類 2.ミサゴ 繁殖地 対象事業実施区域及び周辺域において繁殖は確認されておらず、施設の存在

による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 採餌行動の確認された港湾施設付近を含め、対象事業実施区域周辺には河川

や海域があり、これらを採餌場として利用していると考えられるが、本事業

では河川･海域に影響を及ぼす施設は計画されておらず、施設の存在による採

餌場への影響はほとんどないものと予測する。 

 3.ハヤブサ 繁殖地 対象事業実施区域及び周辺域において繁殖は確認されておらず、施設の存在

による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 採餌行動は主に対象事業実施区域外の南側の工場地帯の上空で確認されてお

り、工場地帯の開けた空間を採餌場として利用していると考えられ、本事業

によって発電所が建設された場合でも、ハヤブサの主要な採餌環境は現状の

まま維持されることとなる。したがって、施設の存在による採餌場への影響

はほとんどないものと予測する。 

 4.ﾁｮｳｹﾞﾝﾎﾞｳ 繁殖地 本種は冬鳥であり、瀬戸内海沿岸での越冬例が多く、対象事業実施区域及び

周辺域で繁殖期に繁殖を示唆する行動等が確認されなかったことからも、対

象事業実施区域及び周辺域で定着的に生息している可能性は低く、施設の存

在による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されておらず、ま

た、本種は冬鳥であって対象事業実施区域周辺に定着的に生息している可能

性は低く、施設の存在による採餌場への影響もほとんどないものと予測する。

 5.オオバン 繁殖地 対象事業実施区域内には、本種の生息環境となる水辺環境はない。オオバン

の生息地として適しているとされる水域に影響を及ぼす施設は計画されてお

らず、施設の存在による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。ま

た、本事業では採餌環境となる河川･海域などに影響を及ぼす施設は計画され

ておらず、施設の存在による採餌場への影響もほとんどないものと予測する。

 6.ハマシギ 繁殖地 本種は冬鳥であり、対象事業実施区域及び周辺域で繁殖期に繁殖を示唆する

行動等が確認されなかったことからも、対象事業実施区域及び周辺域で定着

的に生息している可能性は低く、施設の存在による繁殖地への影響はほとん

どないものと予測する。 

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。ま

た、本事業では採餌環境となる海に近い水田、広い川の岸などに影響を及ぼ

す施設は計画されておらず、施設の存在による採餌場への影響もほとんどな

いものと予測する。 

 7.ウミネコ 繁殖地 対象事業実施区域及び周辺域には繁殖を示唆する行動及び営巣地は確認され

ていない。また、本種の生息環境となる港・河口等の水域に影響を及ぼす施

設は計画されておらず、施設の存在による繁殖地への影響はほとんどないも

のと予測する。 

  採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。ま

た、本事業では採餌環境となる河川･海域に影響を及ぼす施設は計画されてお

らず、施設の存在による採餌場への影響もほとんどないものと予測する。 
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表4(2) 土地又は工作物の存在及び供用－地形改変及び施設の存在－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

動 
 

物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・造成済の工場用地の利用により地形改変は行わない。 
・騒音の発生源となる設備は、可能な限り騒音対策を行い、哺乳類、鳥類等への

騒音によるストレスの低減に努める。 
・対象事業実施区域の一部は改変することとなるが、工事範囲を可能な限り抑え、

緑地及び水辺の保全に努める。 
・工事関係者の工事区域外への不要な立入を防止する。 
・シルビアシジミについては、食草のミヤコグサとともに幼虫、卵を可能な限り

移動し、生息個体数の維持に努める。 
・フタテンカメムシについては、工事中に確認された場合には、個体を移動し、

生息個体数の維持に努める。 
・コガムシについては、生息の確認された水たまりを改変する場合には、工事前

に個体を移動し、生息個体数の維持に努める。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者や発電所関係

者へ周知徹底する。 
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予測結果・評価の概要 

 

種 名 予 測 結 果 

鳥 類 8. ヒバリ 繁殖地 対象事業実施区域内･外で繁殖活動を示唆する行動も確認されていることから、

対象事業実施区域内･外の複数箇所で営巣している可能性が高い。ただし、ヒバ

リが繁殖に利用する低茎草地は対象事業実施区域及び周辺域に広く存在し、施

設存在時にも低茎草地が広く残ることから、施設の存在によるヒバリの繁殖地

への影響は少ないものと予測する。 

 採餌場 現地調査で確認された情報の中には探餌するヒバリの情報も含まれており、対

象事業実施区域の内外で採餌も行っている可能性が高い。ただし、ヒバリが採

餌に利用する低茎草地は対象事業実施区域及び周辺域に広く存在することか

ら、施設の存在によるヒバリの採餌場への影響は少ないものと予測する。 

 9.オオヨシ

キリ 

繁殖地 対象事業実施区域及び周辺域にはオオヨシキリの生息地として適しているとさ

れるヨシ原もないため、営巣地は存在しないものと考えられ、施設の存在によ

る繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。また、

対象事業実施区域及び周辺域にはオオヨシキリの生息地として適しているとさ

れるヨシ原もなく、施設の存在による採餌場への影響もほとんどないものと予

測する。 

 10. センダ

イムシクイ 

繁殖地 確認した個体は渡り移動中のもので、付近で定着している可能性は低い。対象

事業実施区域及び周辺域はセンダイムシクイの生息地として適しているとされ

る低山帯の落葉広葉樹林には該当しないため、営巣地は存在しないものと考え

られ、施設の存在による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。 

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。また、

確認された情報は渡りの途中の移動個体である可能性が高く、施設の存在によ

る採餌場への影響もほとんどないものと予測する。 

 11. コサメ

ビタキ 

繁殖地 確認した個体は移動中のもので、付近に定着している可能性は低い。また、対

象事業実施区域及び周辺域において、繁殖を示唆する行動は確認されていない

ことから、施設の存在による繁殖地への影響はほとんどないものと予測する。

 採餌場 対象事業実施区域及び周辺域では、本種の採餌行動は確認されていない。また、

確認された情報は渡りの途中の移動個体である可能性が高く、施設の存在によ

る採餌場への影響もほとんどないものと予測する。 

昆虫類 12. ベニイトトンボ 対象事業実施区域内では、確認位置付近の水路で少数が発生を繰り返している

と考えられるが、本事業による改変や排水流入は計画されていない。また、対

象事業実施区域外では区域内の５倍近くの個体数が確認されており、交尾行動

や産卵行動も多く見られたことから、本種にとってより良好な生息環境が対象

事業実施区域外にも存在していると考えられ、施設の存在によるベニイトトン

ボの生息への影響はほとんどないものと予測する。 

 13. フタテンカメム

シ 

フタテンカメムシの確認環境と同様なイネ科草本群落は対象事業実施区域及び

周辺域に広く存在しており、対象事業実施区域内の草地については、草刈り等

の手入れを継続することにより、本種の良好な生息環境が維持されるものと考

えられる。また、工事中にフタテンカメムシが確認された場合には、捕獲し、

周辺の生息可能な環境（草丈の低い管理された草地）に移動させるため、施設

の存在によるフタテンカメムシの生息への影響は少ないものと予測する。 

 14. シルビアシジミ 対象事業実施区域内の生息地のうち、計画区域及びこれに近接する所について

は改変及びに施設の存在により生息地が消失する可能性が高いが、その他にも

生息地が確認されており、生息への影響は少ないものと予測する。 

また、工事前に、シルビアシジミの生息地に生育するミヤコグサをシルビアシ

ジミ・ミヤコグサの生息に適した環境（草丈の低い管理された草地）へシルビ

アシジミの卵･幼虫とともに移植することにより、シルビアシジミへの影響を最

小限にとどめることが可能になると考える。 

 15. コガムシ コガムシの確認された水たまりは、対象事業実施区域内ではあるが、現状で施

設を計画していない位置であることから、コガムシの生息への影響は少ないも

のと予測する。 

（評価の概要） 
地形の改変及び施設の存在による重要な種については、環境保全措置を講じることにより、

重要な種への影響は少ないものと考えられることから、実行可能な範囲内で低減が図られてい
るものと評価する。 
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表4(3) 土地又は工作物の存在及び供用－地形改変及び施設の存在－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

植 
 

物 

重
要
な
種
及
び
群
落
（
海
域
に
生
育
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域及び周辺地域において、現地調査及び文献その他資料調査で確認

された植物は、下表のとおりである。 

植物の調査結果 

分   類 

現地調査 
文献その他

の資料調査 主な現地調査確認種 
対象事業 

実施区域内

対象事業 

実施区域外

科 数 種 数 科 数 種 数 科 数 種 数

シダ植物 7 8 8 10 21 94 
スギナ、イヌドクサ、カニク

サ等 

種

子

植

物 

裸子植物 6 9 6 7 5 7 
植栽：クロマツ、カイヅカイ

ブキ等 

被

子

植

物 

双子葉 

植 物 

離 弁 

花 類 
52 144 55 184 65 251

スイバ、トゲミノキツネノボ

タン、マメグンバイナズナ、

クサイチゴ、ヤハズソウ、シ

ロツメクサ、オッタチカタバ

ミ、コニシキソウ、コマツヨ

イグサ等 

合 弁 

花 類 
20 85 21 95 28 150

ヘクソカズラ、アレチハナガ

サ、ヒナギキョウ、ヨモギ、

コセンダングサ、ブタナ、セ

イタカアワダチソウ、ヒメ

ジョオン、セイヨウタンポポ

等 

単子葉植物 12 94 17 115 21 141

メリケンカルカヤ、ギョウギ

シバ、メヒシバ、シナダレス

ズメガヤ、チガヤ、シマスズ

メノヒエ、タチスズメノヒ

エ、ハマスゲ等 

合計：153 科 910 種 
97 科 340 種 107 科 411 種

140 科 643 種  
114 科 480 種 

 
 

対象事業実施区域内における重要な種（現地調査） 

分 類 No. 重要な種 

種子植物 

1 カワヂシャ（ゴマノハグサ科） 

2 シラン（ラン科／逸出） 

 

 

（講じようとする環境保全措置） 
・造成済の工場用地の利用により地形改変は行わない。 
・対象事業実施区域の一部は改変することとなるが、工事範囲を可能な限り抑え、

緑地及び水辺の保全に努める。 
・工事関係者の工事区域外への不要な立入を防止する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を工事関係者や発電所関係

者へ周知徹底する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
予測の対象は、現地調査において対象事業実施区域で確認した重要な種の１種（カワヂシャ

のみ）とした。なお、シラン（１個体）については、確認地点が工場建屋跡付近であり、確認
個体は植栽品から逸出したものと考えられることから、予測対象としなかった。 

影響の予測結果は、下表のとおりである。 
 

種  名  予測結果  

１．カワヂシャ  

確認地点は工場敷地内の排水路であり、水路内に堆積した土壌に生育

していた。  
本水路について、本事業による改変や排水流入は計画されていないこ

とから、施設の存在によるカワヂシャの生育への影響はほとんどない

ものと予測する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価の概要） 
地形改変及び施設の存在に伴う重要な種については、環境保全措置を講じることにより、重

要な種への影響は実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 
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表4(4) 土地又は工作物の存在及び供用－地形改変及び施設の存在－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

景 

観 

主
要
な
眺
望
景
観
及
び
囲
繞
景
観 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域の周辺約5kmの範囲内から、文献その他の資料調査及び現地調査

を行い、「大平山展望台」、「天神山（防府天満宮春風楼）」等の6地点を選定した。選
定理由は、下表のとおりである。 

 

主要な眺望点の選定理由 

名  称 
方 向 

距 離 
利用形態景観区分 選定理由 

大平山展望台 
北東 

約 5.0 ㎞
レク 遠景

・発電所の全容が視認可能である。 

・山頂公園は、防府市のレクリェーションスポッ

トになっている。 

天神山 

（防府天満宮春

風楼） 

北西 

約 3.0 ㎞
観光 中景

・排気筒、建屋の一部の視認が可能である。 

・防府市を代表する観光地である。 

桑山公園展望台 
西 

約 2.0 ㎞
レク 中景

・排気筒、建屋の一部の視認が可能である。 

・四季を通じて自然が楽しまれる場所として利

用されている。 

フェリー乗り場 
南 

約 0.5 ㎞
生活 近景

・排気筒の一部の視認が可能である。 

・不特定多数の利用がある。 

江泊山（斜面） 
東 

約 2.0 ㎞
生活 中景

・排気筒、建屋の一部の視認が可能である。 

・三田尻中関港の東側から計画区域を望む代表

的な地点である。 

向島厳島神社 
南 

約 2.0 ㎞
生活 中景

・排気筒、建屋の一部の視認が可能である。 

・不特定多数の利用がある。 

 

注：1．「方向」は対象事業実施区域から見た主要な眺望点候補地点の方向を、「距離」は対象事業実施区域の中心か

ら主要な眺望点候補地点までの直線距離を示す。 

  2．「利用形態」の内容は以下のとおりである。 

     観光：主に観光を目的として利用される地点 

     レク：主にスポーツ、釣り、海水浴等のレクリェーションを行うことを目的として利用される地点 

     生活：主に日常生活の中で利用される地点 

  3．景観区分は、「景観工学」（日本まちづくり協会編、平成 13 年）に基づき、対象事業実施区域からの距離に

より区分した。 

     近景：約 1 ㎞以内、中景：約 1～5 ㎞、遠景：約 5～10 ㎞ 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
①大平山展望台 

大平山展望台からは眼下に発電所の全容が視認できる。 
ただし、発電所までは約5㎞離れているため、景観写真上での発電所の存在に伴う見た目

上の変化（面積比）は0.2％弱にとどまっており、視覚的変化はほとんどない。 
加えて、眺望点から発電所は俯角6°付近となり、最も目につきやすい俯角10°付近には

あたらないことから、新たに設置する施設による眺望景観への影響は小さいものになると
考えられる。 

 
②天神山（防府天満宮春風楼） 

天神山（防府天満宮春風楼）からは防府市街地のビル越しに、発電所の建屋･排気筒が視
認できる。 

ただし、発電所までは約3㎞離れており、発電所施設の一部は手前の防府市中心部の市街
地景観に隠れるため、景観写真上での発電所の存在に伴う見た目上の変化（面積比）は0.3％
弱にとどまり、視覚的変化は小さい。 

また、発電所周辺には既存の工場建屋･煙突等が存在し、新たに設置する設備（発電所建
屋・排気筒）も周囲の既存の設備と調和した形状・色調となるため、発電所の存在による
眺望景観への影響は小さいものになると考えられる。 

 
③桑山公園展望台 

桑山公園展望台からは発電所のほぼ全容が視認できる。 
ただし、発電所までは約2㎞離れているため、景観写真上での発電所の存在に伴う見た目

上の変化（面積比）は0.4％程度にとどまっており、視覚的変化は小さい。 
また、発電所周辺には既存の工場建屋･煙突等が存在し、新たに設置する設備（発電所建

屋・排気筒）も周囲の既存の設備と調和した形状・色調となるため、発電所の存在による
眺望景観への影響は小さいものになると考えられる。 

 
④フェリー乗り場 

フェリー乗り場からは三田尻港大橋、対象事業実施区域に隣接する施設の煙突･建屋越し
に、発電所の排気筒及び建屋のごく一部が視認できる。 

発電所施設のほとんどは手前に位置する隣接施設の建屋･煙突によって隠れるため、景観
写真上での発電所の存在に伴う見た目上の変化（面積比）も0.1％にも満たず、視覚的変化
はほとんどない。 

また、眺望点の前面には隣接施設の煙突が存在し、新たに設置する排気筒もこれら周囲
の設備と調和した形状・色調となるため、発電所の存在による眺望景観への影響は小さい
ものになると考えられる。 

   
 ⑤江泊山（斜面） 

江泊山（斜面）からは三田尻中関港（海面）越しに発電所の排気筒及び建屋の一部が視認
できる。 
ただし、発電所までは約2㎞離れており、景観写真上での発電所の存在に伴う見た目上の

変化（面積比）は0.4％程度にとどまっているため、視覚的変化は小さい。 
また、発電所周辺には既存の工場建屋･煙突等が存在し、新たに設置する設備（発電所建

屋・排気筒）も周囲の既存の設備と調和した形状･色調となるため、発電所の存在による眺
望景観への影響は小さいものになると考えられる。 
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表4(5) 土地又は工作物の存在及び供用－地形改変及び施設の存在－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

景 

観 

主
要
な
眺
望
景
観
及
び
囲
繞
景
観 

 

 

 

 

 

 

 

 

（講じようとする環境保全措置） 
・対象事業実施区域の一部は改変することとなるが、工事範囲を可能な限り抑え、

緑地及び水辺の保全に努める。 
・発電所建屋の色彩については、住宅地からの景観にも配慮し、発電所周辺の工

場建屋の色彩等を踏まえて選定し、発電所の周辺環境との調和を図る。 
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予測結果・評価の概要 

⑥向島厳島神社 
向島厳島神社からは神社に隣接する民家の屋根越しに発電所の排気筒及び建屋のごく一

部が視認できる。 
ただし、発電所までは約2㎞離れており、発電所施設のほとんどは眺望点に隣接する民家

等によって隠れるため、景観写真上での発電所の存在に伴う見た目上の変化（面積比）も
0.1％にも満たず、視覚的変化はほとんどない。 
また、発電所周辺には既存の工場建屋･煙突等が存在し、新たに設置する排気筒も周囲の

既存の設備と調和した形状･色調となるため、発電所の存在による眺望景観への影響は小さ
いものになると考えられる。 

 

 

（評価の概要） 
発電所の存在に伴う眺望景観については、環境保全措置を講じることにより、施設の存在に

伴う景観への影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 
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表5(1) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫
黄
酸
化
物
・
窒
素
酸
化
物
・
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
重
金
属
等
の
微
量
物
質 

（調査結果の概要） 
（１）気象の状況 

平成27年1月1日～12月31日の現地調査によれば、気象の状況は下表のとお
りである。 

地上における風向・風速観測結果の概要 

季  節 
最多風向（％） 平均風速（m/s） 

全 日 昼 間 夜 間 全 日 昼 間 夜 間

年  間 
WNW 

（16.4） 

SSE 

（15.1） 

WNW 

（20.3） 
2.7 3.1 2.2 

春  季 
ESE 

（15.8） 

SSE 

（19.6） 

WNW 

（17.7） 
2.8 3.2 2.3 

夏  季 
ESE 

（24.7） 

ESE 

（21.5） 

ESE 

（29.1） 
2.8 3.1 2.4 

秋  季 
WNW 

（16.7） 

SE 

（12.8） 

WNW 

（20.7） 
2.3 2.8 1.9 

冬  季 
WNW 

（26.2） 

WNW 

（24.1） 

WNW 

（27.8） 
2.8 3.4 2.3 

注：最多風向内の（ ）は、最多風向の出現比率を示す。 

 

上層における風向・風速観測結果の概要 

季  節 
最多風向（％） 平均風速（m/s） 

全 日 昼 間 夜 間 全 日 昼 間 夜 間

年  間 
ESE 

（11.8） 

ESE 

（13.1） 

NNW 

（11.5） 
3.8 4.2 3.4 

春  季 
ESE 

（15.8） 

ESE 

（15.9） 

ESE 

（15.6） 
4.1 4.5 3.5 

夏  季 
ESE 

（20.9） 

ESE 

（20.9） 

ESE 

（20.8） 
3.7 4.0 3.3 

秋  季 
N 

（13.3） 

SSE 

（11.3） 

N 

（16.9） 
3.2 3.7 2.8 

冬  季 
WNW 

（16.0） 

WNW 

（16.2） 

NW 

（16.2） 
4.2 4.8 3.7 

注：最多風向内の（ ）は、最多風向の出現比率を示す。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
（１）年平均値 

施設の稼働（排ガス）による年平均値の予測結果は、下表及び下図のとおりである。 

年平均値予測結果による環境基準との対比 

項  目  図中  
番号  評価対象地点  寄与濃度

 

a 

バック 

グラウンド

濃度 

b 

将  来

環境濃度

 

a+b 

環境基準 

の年平均 

相 当 値 

 

評価対象地点  
の選定根拠  

二酸化硫黄  
(ppm) 

② 防府市役所 0.00023 0.001 0.00123 

0.018 

寄与濃度の最大

③ 華浦小学校 0.00016 0.003 0.00316 環境濃度の最大

二酸化窒素  
(ppm) 

② 防府市役所 0.00015 0.010 0.01015 

0.023 

寄与濃度の最大

① 国府中学校 0.00011 0.011 0.01111 環境濃度の最大

浮遊粒子状物質  
(mg/m3) 

② 防府市役所 0.00005 0.015 0.01505 

0.040 

寄与濃度の最大

③ 華浦小学校 0.00003 0.023 0.02303 環境濃度の最大

注：1．バックグラウンド濃度は、各予測地点の平成 27 年 1 月～12 月における年平均値を用いた。 

  2．環境基準の年平均相当値は、環境基準（日平均値）から調査地域にある一般局の平成22～26年度の測定結果を基に作成

した以下の式で求めた。 

二酸化硫黄  ｙ ＝ 0.46622・ｘ－0.00024 ｙ：年平均値(ppm)  ｘ：日平均値の 2％除外値(ppm) 

二酸化窒素  ｙ ＝ 0.33333・ｘ+ 0.00267 ｙ：年平均値(ppm)  ｘ：日平均値の年間 98％値(ppm) 

浮遊粒子状物質ｙ ＝ 0.40203・ｘ- 0.00024 ｙ：年平均値(mg/m3)  ｘ：日平均値の 2％除外値(mg/m3) 

 

施設の稼働による二酸化硫黄寄与濃度の予測結果 

 

（単位：ppm） 

 

 

番号 測定局名 

1 国府中学校  
2 防府市役所  
3 華浦小学校  
4 中関小学校  
5 築留公民館  

 

◎ 発電設備  

△
最大着地濃度地点 

(0.00028ppm) 
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表5(2) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫
黄
酸
化
物
・
窒
素
酸
化
物
・
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
重
金
属
等
の
微
量
物
質 

高度別最多風向観測結果の概要 
高 度 

（ｍ） 
全季節 春 季 夏 季 秋 季 冬 季 

地 上 
ESE 

（11.8%）

ESE 

（10.7%） 

ESE 

（20.5～

28.6%） 

W（10.7%） WNW 

（22.3～

25.9%） 100 
ESE, WNW 

（11.4%） 

NNE, ESE 

（13.4%） 
N（14.3%） 

200 ESE 

（10.7～

12.1%） 

NNE（12.5%） WNW（15.2%） NW 

（19.6～

21.4%） 300 

E（15.2～

23.2%） 

W（13.4%） 

500 WNW（13.2%） SE 

（23.2～

30.4%） WNW 

（13.4～

20.5%） 

WNW（19.6%）

700 NW（11.4%） NW（19.6%）

1,000 WNW 

（10.9～

11.6%） 

ENE, ESE

（12.5%） 

SE,NW 

（13.4%） 
WNW（18.8%）

1,500 NNE（14.3%）
SE 

（17.0%）
NW（22.3%）

注：観測結果の（ ）内は、各風向の出現比率を示す。 

 

高度別平均風速観測結果の概要 
（単位：m/s）

高 度 

季 節 

地上 

 

高度 

100ｍ 

高度 

200ｍ 

高度 

300ｍ 

高度 

500ｍ 

高度 

700ｍ 

高度 

1,000ｍ 

高度 

1,500ｍ

全季節 2.2 4.3 5.0 5.6 6.4 6.8 7.3 8.6 

春 季 1.8 3.5 4.3 5.1 6.3 6.9 7.8 9.6 

夏 季 2.2 3.7 4.1 4.2 4.4 4.3 4.3 4.1 

秋 季 2.2 4.8 5.6 6.3 7.1 7.5 7.5 9.5 

冬 季 2.7 4.9 5.9 6.8 7.8 8.4 9.6 11.0 

 

高度別風速階級別出現頻度観測結果の概要 

高 度 

（ｍ） 
全季節 春 季 夏 季 秋 季 冬 季 

地 上 
1.0～1.9m/s

（26.8%） 

1.0～1.9m/s

（29.5%） 

1.0～1.9m/s

（25.9%） 

1.0～1.9m/s 

（26.8%） 

1.0～1.9m/s

（25.0%） 

100 

4.0～5.9m/s

（23.9～ 

26.8%）

4.0～5.9m/s

（23.2～ 

29.5%）

4.0～5.9m/s

（25.0～ 

36.6%）

4.0～5.9m/s 

6.0～7.9m/s 

（18.8%） 

6.0～7.9m/s

（22.3%） 

200 
4.0～5.9m/s 

（23.2～ 

25.9%） 

4.0～5.9m/s

（18.8～

26.8%）
300 

500 

10.0m/s 

以上 

（35.7～

59.8%）

700 

10.0m/s 

以上 

（22.8～ 

35.7%）

10.0m/s 

以上 

（25.0%） 

10.0m/s 

以上 

（29.5%） 

1,000 

8.0～9.9m/s

10.0m/s 

以上 

（27.7%） 

4.0～5.9m/s 

10.0m/s 

以上 

（20.5%） 

1,500 

10.0m/s 

以上 

（46.4%） 

10.0m/s 

以上 

（36.6%） 

注：観測結果の（ ）内は、各風速階級の出現比率を示す。 
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予測結果・評価の概要 

 
 

施設の稼働による二酸化窒素寄与濃度の予測結果 
 

（単位：ppm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

番号 測定局名 

1 国府中学校  
2 防府市役所  
3 華浦小学校  
4 中関小学校  
5 築留公民館  

 
 
 
 
 
 
 

施設の稼働による浮遊粒子状物質寄与濃度の予測結果 
 

（単位：mg/m3） 

 
 
 
 
 
 
 

番号 測定局名 

1 国府中学校  
2 防府市役所  
3 華浦小学校  
4 中関小学校  
5 築留公民館  

 

◎ 発電設備  

△
最大着地濃度地点 

(0.00019ppm) 

◎ 発電設備  

△
最大着地濃度地点  
(0.00006mg/m3) 
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表 5(3) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫
黄
酸
化
物
・
窒
素
酸
化
物
・
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
重
金
属
等
の
微
量
物
質 

（２）大気汚染物質の濃度の状況 
対象事業実施区域を中心とした半径5kmの範囲及びその周辺にある一般環

境大気測定局における平成22～26年度の大気質の測定結果は、下表のとおり
である。 

① 二酸化硫黄 
二酸化硫黄の測定は、4測定局で実施されている。 
二酸化硫黄に係る環境基準の適合状況は、全ての測定局で環境基準の長期

的評価に適合している。 
 

二酸化硫黄の環境濃度の概要 

項 目 

 

年 度 

年平均値 

 

（ppm） 

日平均値の 

2％除外値 

（ppm） 

1時間値の 

最高値 

（ppm） 

環境基準（長期的 

評価）適合状況 

（適合局数/測定局数）

平成22年度 0.002 0.004～0.005 0.013～0.031 4／4 

平成23年度 0.002 0.004～0.006 0.015～0.025 4／4 

平成24年度 0.001～0.003 0.004～0.006 0.016～0.024 4／4 

平成25年度 0.001～0.003 0.004～0.006 0.018～0.046 4／4 

平成26年度 0.001～0.003 0.003～0.006 0.024～0.032 4／4 

 

 
② 二酸化窒素 

二酸化窒素の測定は、2測定局で実施されている。 
二酸化窒素に係る環境基準の適合状況は、全ての測定局で環境基準に適合

している。 
 

二酸化窒素の環境濃度の概要 

項 目 

 

年 度 

年平均値 

 

（ppm） 

日平均値の 

年間98%値 

（ppm） 

1時間値の 

最高値 

（ppm） 

環境基準（長期的 

評価）適合状況 

（適合局数/測定局数）

平成22年度 0.010～0.011 0.021～0.022 0.054～0.057 2／2 

平成23年度 0.009～0.011 0.020～0.022 0.055～0.056 2／2 

平成24年度 0.009～0.011 0.021～0.022 0.055～0.063 2／2 

平成25年度 0.009～0.010 0.019～0.022 0.047～0.066 2／2 

平成26年度 0.009 0.019～0.022 0.058～0.059 2／2 
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予測結果・評価の概要 

（２）日平均値 
施設の稼働（排ガス）による日平均値（寄与高濃度日及び実測高濃度日）の予測結果は、

下表のとおりである。 
 

日平均値予測結果による環境基準との対比 

（寄与高濃度日） 

項  目 
図中

番号
評価対象地点 

寄与濃度

 

a 

バック 

グラウンド

濃度 

b 

将  来

環境濃度

 

a+b 

環境基準

 

 

環境基準 

適合状況 

評価対象地点

の選定根拠

二酸化硫黄 

(ppm) 

② 防府市役所 0.00159 0.004 0.00559

0.04 以下

○ 寄与濃度の最大

③ 華浦小学校 0.00127 0.005 0.00627 ○ 環境濃度の最大

二酸化窒素 

(ppm) 

② 防府市役所 0.00107 0.020 0.02107
0.04～ 

0.06 までの

ゾーン内又は

それ以下 

○ 寄与濃度の最大

① 国府中学校 0.00092 0.023 0.02392 ○ 環境濃度の最大

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 

② 防府市役所 0.00032 0.040 0.04032

0.10 以下

○ 寄与濃度の最大

③ 華浦小学校 0.00026 0.054 0.05426 ○ 環境濃度の最大

注：1．寄与高濃度日は、日平均値の最大値である。 

  2．バックグラウンド濃度は、平成27年1月～12月の評価対象地点における二酸化硫黄、浮遊粒子状物質については日平均値

の2％除外値、二酸化窒素については年間98％値を用いた。 

 

日平均値予測結果による環境基準との対比 

（実測高濃度日） 

項  目 
図中

番号
評価対象地点 

寄与濃度

 

a 

バック 

グラウンド

濃度 

b 

将  来

環境濃度

 

a+b 

環境基準

 

 

環境基準 

適合状況 

評価対象地点

の選定根拠

二酸化硫黄 

(ppm) 
② 防府市役所 0.00045 0.007 0.00745 0.04 以下

○ 寄与濃度、

環境濃度の最大

二酸化窒素 

(ppm) 

② 防府市役所 0.00058 0.024 0.02458
0.04～ 

0.06 までの

ゾーン内又は

それ以下 

○ 寄与濃度の最大

① 国府中学校 0.00008 0.028 0.02808 ○ 環境濃度の最大

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 

② 防府市役所 0.00003 0.069 0.06903

0.10 以下

○ 寄与濃度の最大

③ 華浦小学校 0.00000 0.093 0.09300 ○ 環境濃度の最大

注：バックグラウンド濃度は、現地調査期間の平成27年1月～12月における評価対象地点の日平均値の最大値を用いた。 
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表 5(4) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫
黄
酸
化
物
・
窒
素
酸
化
物
・
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
重
金
属
等
の
微
量
物
質 

③ 浮遊粒子状物質 
浮遊粒子状物質の測定は、4測定局で実施されている。 
浮遊粒子状物質に係る環境基準の適合状況は、環境基準の長期的評価が平

成22年度及び平成23年度は適合していない測定局がある。 

 

浮遊粒子状物質の環境濃度の概要 

項 目 

 

年 度 

年平均値 

 

（mg/m3） 

日平均値の 

2％除外値 

（mg/m3） 

1時間値の 

最高値 

（mg/m3） 

環境基準（長期的 

評価）適合状況 

（適合局数/測定局数）

平成22年度 0.017～0.023 0.048～0.061 0.166～0.222 3／4 

平成23年度 0.017～0.023 0.045～0.057 0.173～0.256 0／4 

平成24年度 0.016～0.024 0.036～0.059 0.116～0.183 4／4 

平成25年度 0.017～0.032 0.042～0.077 0.119～0.299 4／4 

平成26年度 0.016～0.024 0.038～0.055 0.103～0.263 4／4 

 
 

 
④ 重金属等の微量物質 

調査地域内にある、国府中学校、防府市役所、中関小学校及び築留公民館
の4地点における平成27年の重金属等の微量物質の測定結果は、下表のとおり
である。 

 

重金属等の微量物質の調査結果（期間平均値） 

（単位：ng/m3） 

測定局 

物質名 
国府中学校 防府市役所 中関小学校 築留公民館 指針値 

ヒ素及び 

その化合物 
1.4 1.5 1.6 1.4 6 

ベリリウム及び 

その化合物 
0.054 0.0049 0.14 0.0056 － 

クロム及び 

その化合物 
1.0 1.2 0.90 1.4 － 

水銀及び 

その化合物 
1.3 1.0 1.2 1.2 40 

マンガン 

及び 

その化合物 

16 8.7 28 11 － 

ニッケル 

化合物 
3.1 3.6 4.0 4.5 25 

注：指針値は、「環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針とな

る数値」（中央環境審議会大気環境部会答申）を示す。なお、ヒ素及びその化合物に係

る指針値は、平成22年10月に設定されたものである。 
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予測結果・評価の概要 

（３）特殊気象条件 
気象条件により発電所排煙の着地濃度が相対的に高くなるとされる特殊気象条件下にお

ける１時間値の予測結果は、下表のとおりである。 
 

逆転層形成時の 1 時間値予測結果と環境基準等との対比 

項  目 
寄与濃度

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
濃度 
b 

(最大値の調査地点)

将  来
環境濃度

a+b 

環境基準 

又は指針値 

環境基準

又は指針値

適合状況

逆転層 

形成時 

二酸化硫黄 

(ppm) 
0.02599 

0.004 

(防府市役所、

華浦小学校)

0.02999 
1時間値が 

0.1ppm以下 
○ 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.01753 

0.016 

(防府市役所)
0.03353 

1時間暴露として 

0.1～0.2ppm 
○ 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 
0.00527 

0.020 

(華浦小学校)
0.02527 

1時間値が 

0.20mg/m3以下 
○ 

 

煙突ダウンウォッシュ発生時の 1 時間値予測結果と環境基準等との対比 

項  目 
寄与濃度

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
濃度 
b 

(最大値の調査地点)

将  来
環境濃度

a+b 

環境基準 

又は指針値 

環境基準

又は指針値

適合状況

逆転層 

形成時 

二酸化硫黄 

(ppm) 
0.00793 

0.002 

(華浦小学校)
0.00993 

1時間値が 

0.1ppm以下 
○ 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.00535 

0.006 

(築留公民館)
0.01135 

1時間暴露として 

0.1～0.2ppm 
○ 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 
0.00161 

0.023 

(築留公民館)
0.02461 

1時間値が 

0.20mg/m3以下 
○ 

 

建物ダウンウォッシュ発生時の 1 時間値予測結果と環境基準等との対比 

項  目 
寄与濃度

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
濃度 
b 

(最大値の調査地点)

将  来
環境濃度

a+b 

環境基準 

又は指針値 

環境基準

又は指針値

適合状況

建物ダウン 

ウォッシュ 

発生時 

二酸化硫黄 

(ppm) 
0.01433 

0.002 

(華浦小学校)
0.01633 

１時間値が 

0.1ppm以下 
○ 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.00966 

0.002 

(防府市役所)
0.01166 

１時間暴露 

として 

0.1～0.2ppm 
○ 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 
0.00291 

0.016 

(国府中学校)
0.01891 

１時間値が 

0.20mg/m3以下 
○ 

 

内部境界層フュミゲーション時の 1 時間値予測結果と環境基準等との対比 

項  目 
寄与濃度

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
濃度 
b 

(最大値の調査地点)

将  来
環境濃度

a+b 

環境基準 

又は指針値 

環境基準

又は指針値

適合状況

内部境界層 

フュミゲー 

ション 

発生時 

二酸化硫黄 

(ppm) 
0.05001 

0.004 

(防府市役所、

中関小学校)

0.05401 
１時間値が 

0.1ppm以下 
○ 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.03372 

0.016 

(防府市役所)
0.04972 

１時間暴露 

として 

0.1～0.2ppm 
○ 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 
0.01015 

0.051 

(築留公民館)
0.06115 

１時間値が 

0.20mg/m3以下 
○ 

注：各特殊気象条件時のバックグラウンド濃度は、予測に用いた気象条件が出現した日時における一般
局及び現地調査地点（国府中学校、防府市役所、華浦小学校、中関小学校、築留公民館）の１時間
値の最大値を用いた。 

 
※環境基準等は、二酸化硫黄及び浮遊粒子状物質については1時間値に係る環境基準、二酸化窒素については二酸化窒

素に係る短期暴露の指針値を示す。また、短期暴露の指針値は、昭和53年の中央公害対策審議会の答申による短期暴

露の指針値を示す。 
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表 5(5) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫
黄
酸
化
物
・
窒
素
酸
化
物
・
浮
遊
粒
子
状
物
質
・
重
金
属
等
の
微
量
物
質 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・敷地の制約、積極的なバイオマス混焼等の理由から、従来の循環流動層ボイ
ラよりも発電効率の高い最新の循環流動層ボイラを採用するとともに、確立
された技術の中から本発電所の設計仕様に最適なばい煙処理対策を採用す
る。 

・硫黄酸化物対策として、炉内への石灰石の吹込みによる炉内脱硫を採用する。
この処理により、排ガス中の硫黄酸化物を70m3N/h以下に低減する。 

・窒素酸化物対策として尿素注入による無触媒脱硫方式を採用する。この処理
により、排ガス中の窒素酸化物を100ppm以下に低減する。また、流動層ボイ
ラの特性を活かした低温燃焼（800～900℃）により、サーマルNOx（燃焼用
空気に含まれている窒素（N2）と酸素（O2）とが高温状態において反応し、
生成される窒素酸化物）のボイラ内での生成量の抑制を図る。 

・集じん装置には、燃料種の影響をほとんど受けず、集じん効率が高いという
利点のあるバグフィルタを採用することにより、排ガス中のばいじんを30 
mg/m3Nに以下に低減する。 

・石炭バンカ及び運炭用のベルトコンベアは密閉構造とし、粉じんの飛散防
止を図る。 
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予測結果・評価の概要 

（４）地形影響 
数値モデルによる地形影響の予測結果は、下表のとおりである。 

地形影響を考慮した１時間予測結果による環境基準等との対比 

項  目 
寄与濃度 

 

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

濃度 

b 

(最大値の 

調査地点) 

将  来

環境濃度

 

a+b 

環境基準 

又は 

指針値 

環境基準 

又は 

指針値 

適合状況 

最大着地 

濃 度 比 

二酸化硫黄 

（ppm） 
0.00916 

0.030 

(中関小学校)
0.03916 

１時間値が 

0.1ppm以下 
○ 

1.54～2.85
二酸化窒素 

（ppm) 
0.00618 

0.071 

(防府市役所)
0.07718 

１時間暴露 

として 

0.1～0.2ppm

○ 

浮遊粒子状物質 

（mg/m3） 
0.00186 

0.324 

(防府市役所)
0.32586 

１時間値が 

0.20mg/m3以下
× 

注：バックグラウンド濃度は、一般局及び現地調査地点（国府中学校、防府市役所、華浦小学校、中関小学校、築留公民

館）において、平成27年1月～12月の期間中に測定された１時間値の最大値を用いた。 

 
 

（５）重金属等の微量物質 
施設の稼働（排ガス）による重金属等の微量物質の予測結果は、下表のとおりである。

 

年平均値予測結果（砒素・水銀・マンガン・ニッケル）と指針値との対比 
（単位：ng/m3） 

項  目 

 

寄与濃度 

 

a 

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

b 

(最大値の 

調査地点) 

将 来 

環境濃度 

 

a+b 

指針値 
指針値 

適合状況 

ヒ 素 及 び 

その化合物 
0.00191  

1.6 

(中関小学校)
1.60191 6 ○ 

水 銀 及 び 

その化合物 
0.00082  

1.3 

(国府中学校)
1.30082 40 ○ 

マンガン及びそ

の化合物 
0.00428 

28 

(中関小学校)
28.00428 140 ○ 

ニッケル 

化 合 物 
0.00118  

4.5 

(築留公民館)
4.50118 25 ○ 

注：1．バックグラウンド濃度は、調査地点（国府中学校、防府市役所、中関小学校、築留公民館の４地点）で測定さ

れた期間平均値の最大値を用いた。 

  2. 指針値とは、「環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）」と

して、環境省が設定した環境目標値である。 

 

 
（評価の概要） 

施設の稼働（排ガス）により排出される大気質については、環境保全措置を講じることによ
り、予測地点における施設の稼働により排出される硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質
及び重金属等の微量物質の大気環境に与える影響は少ないものと考えられ、実行可能な範囲内
で影響の低減が図られているものと評価する。 

また、環境保全の基準等との整合性について、環境保全の基準等との整合性は確保されてい
ることから、影響は少ないものと評価する。 
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表5(6) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

温
室
効
果
ガ
ス
等 

二
酸
化
炭
素 

（調査結果の概要） 
温室効果ガス等の排出状況は、下表のとおりである。 
 

温室効果ガス等の排出状況 

年  度 

国（百万 t-CO₂） 山口県（万 t-CO₂） 

平成 17 年度

(2005 年度)

（基準年度）

平成 25 年度

(2013 年度)

 

平成 17 年度

(2005 年度)

（基準年度）

平成 24 年度 

(2012 年度) 

 

二酸化炭素（CO2） 

(うちエネルギー転換部門) 

1,304 

  (104) 

1,311 

  (101) 

4,801 

    (5) 

4,174 

    (2) 

メタン（CH4）      39.0      36.0    24    23 

一酸化二窒素（N20）      25.5      22.5   102    86 

代替フロン等      27.7      38.6     7    32 

合  計 1,397 1,408 4,934 4,314 
 

年  度 

防府市（CO2 のみ）（千-CO2）

平成 2 年度

(1990 年度)

（基準年度）

平成 21 年度

(2009 年度)

二酸化炭素（CO2） 

(うちエネルギー転換部門) 

1,765 

(-) 

1,769 

(-) 

 
国及び地方公共団体の将来計画に係る情報については、下表のとおりである。 
 

国及び地方公共団体の将来計画に係る情報 
計画等 内 容 目標値等 

「2020年に向けた我が国の新た

な温室効果ガス排出削減目標」

（環境省HP、平成27年11月現在） 

温室効果ガス排出量の削減目標

設定（平成32年度（2020年度））

平成17年度（2005年度）比3.8％減 

「日本の約束草案」（地球温暖化

対策推進本部、平成27年７月） 

温室効果ガス排出量の削減目標

設定（平成42年度（2030年度））

 平成25年度（2013年度）比26.0％減 

（平成17年度（2005年度）比25.4%減） 

このうち、エネルギー起源二酸化炭素の削

減目標 

 平成25年度（2013年度）比25.0%減 

（平成17年度（2005年度）比24.0％減） 

「第四次環境基本計画」（平成24

年4月27日閣議決定） 

温室効果ガス排出量の削減目標

設定（平成62年（2050年）） 

平成62年（2050年）までに80％減 

「山口県地球温暖化対策実行計

画」（山口県、平成26年8月） 

温室効果ガス排出量の削減目標

設定（平成32年度（2020年度））

排出量の目安 

エネルギー起源CO₂：3,599万t-CO2 

（うちエネルギー転換部門：2万t-CO2） 

温室効果ガス全体：4,356万t-CO2 等 

「山口県環境基本計画（第 3 次計

画）」（山口県、平成 25 年 10 月） 

バイオマス発電等の目標設定（平

成 32 年度（2020 年度）） 

バイオマス発電：84,146kW 等 

「山口県再生可能エネルギー推

進指針」（山口県、平成25年3月） 

バイオマス発電等の目標設定（平

成28年度（2016年度）、平成32年

度（2020年度）） 

バイオマス発電：84,066kW（平成28年度）、

84,146kW（平成32年度） 等 

「山口県循環型社会形成推進基

本計画（第3次計画）骨子案」（山

口県、平成27年10月） 

バイオマス発電の導入、森林ﾊﾞｲｵ

ﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用量（林地残材）等の

目標設定（平成32年度（2020年

度）） 

バイオマス発電：100,000kW 

森林ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用量（林地残材）：

55,000t 等 

「山口県バイオマス活用推進計

画」（山口県、平成25年3月） 

林地残材のエネルギー利用、竹の

利用等の目標設定（平成32年度

（2020年度）） 

林地残材のエネルギー利用率：林地残材発

生量の70% 

竹の利用：2分野（新たな利用技術の開発

等を推進） 等 

「防府市環境基本計画」（防府市、

平成24年3月） 

二酸化炭素排出量削減等の目標

設定（平成33年度(2021年度)） 

二酸化炭素排出量：削減させる（計画の策

定時点では削減に向けた計画の進行管理

体制が十分に確保されていないことから、

当面の間、現状の排出量を明らかにするに

とどめ、進行管理体制の確保を目標とする

とともに、関連施策の推進を図ることとさ

れている） 等 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
発電所の稼働により発生する排ガスに含まれる二酸化炭素の年間排出量及び排出原単位は、

下表のとおりである。 
 

二酸化炭素の年間排出量及び排出原単位 
 

項 目 単 位 バイオマス混焼比率 45％ 

発電端出力 kW 112,000 

燃料の種類 － 石炭＋PKS＋間伐材＋竹材 

年間石炭使用量 万ｔ/年 16.3 

設備計画利用率 ％ 85 

年間発電量 億 kWh 8.34 

年間排出量 万 t-CO2/年 37.9 

排出原単位 kg-CO2/kWh 0.455 

注：最大混焼比率 50％時の CO2 排出原単位は 0.413kg-CO2/kWh となる。 
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表5(7) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排ガス）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

温
室
効
果
ガ
ス
等 

二
酸
化
炭
素 

（講じようとする環境保全措置） 
・バイオマス混焼に優れた最新の循環流動層ボイラを採用することにより、カー
ボンニュートラルであるバイオマスを高い混焼比率で利用することで、単位発
電量当たりの二酸化炭素排出量の削減を図る。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
施設の稼働に伴う二酸化炭素の排出量は、バイオマス混焼比率45％時で37.9万t-CO2/年とな

る。 
なお、バイオマス混焼に伴う二酸化炭素の削減効果は、バイオマス混焼比率50％時において、

0.413kg-CO2/kWhとなり、石炭専焼時0.830kg-CO2/kWhと比較して、0.417kg-CO2/kWh程度の削減
効果が見込まれる。 

以上のことから、施設の稼働（排ガス）に伴う二酸化炭素の排出による環境への負荷量の増
加は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 

 
また、国の「エネルギー基本計画」（平成26年4月11日閣議決定）において、石炭は「安定供

給性や経済性に優れた重要なベースロード電源として再評価されており、環境負荷を低減しつ
つ活用していくエネルギー源」とされており、木質バイオマス発電についても「安定的に発電
を行うことが可能な電源となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源」とされていること
から、本事業は国の方針に合致するものである。 

さらに、山口県が定める「山口県環境基本計画（第3次計画）」及び「山口県再生可能エネル
ギー推進指針」、また、策定中の計画案である「山口県循環型社会推進基本計画（第3次計画）
骨子案」において示されているバイオマス発電の導入目標に沿った事業計画であり、林地残材
のエネルギー利用について定めた「山口県バイオマス活用推進計画」の利用率の目標達成に寄
与できる事業計画である。 

以上のことから、国及び地方公共団体の計画との整合が図られていると評価する。 
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表6  土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（排水）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

水
環
境 

水 

質 

水
の
汚
れ
及
び
富
栄
養
化 

（調査結果の概要） 
排水先の三田尻中関港内における水の汚れ（COD）及び富栄養化（T-N、T-P）の

調査結果は、下表のとおりである。 
 

水質調査結果（水の汚れ、富栄養化） 

測定点 
類 

型 

平成 

年度 

化学的酸素要求量（COD）〔全層〕（mg/L） 

最小 最大 
日間平均 

環境基準 
平均 75％値 m/n 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(2)HD-4 

C 

22 1.7 7.9 3.1 3.0 0/24 

8以下 

23 1.7 5.9 2.7 3.0 0/24 

24 1.6 5.7 2.6 2.5 0/24 

25 1.5 4.1 2.4 2.8 0/24 

26 1.8 6.6 2.7 2.9 0/24 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(3)HD-2 

B 

22 1.3 4.8 2.6 2.8 6/24 

3以下 

23 1.6 4.1 2.3 2.4 3/24 

24 1.6 4.4 2.4 2.2 4/24 

25 1.5 3.0 2.3 2.7 0/24 

26 1.6 2.9 2.2 2.5 0/24 

 

測定点 
類 

型 

平成 

年度 

全窒素（T-N）〔表層〕（mg/L） 

最小 最大 m/n 平均 環境基準 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(2)HD-4 

Ⅲ 

22 0.14 0.61 1/6 0.34 

0.6以下 

23 0.15  1.4 2/6 0.53 

24 0.23 0.96 1/6 0.41 

25 0.12 0.31 0/6 0.24 

26 0.21 1.0 1/6 0.40 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(3)HD-2 

Ⅲ 

22  0.10 0.23 0/12 0.18 

0.6以下 

23 0.13 0.32 0/12 0.21 

24 0.12 0.58 0/12 0.23 

25 0.11 0.28 0/12 0.18 

26 0.13 0.32 0/12 0.19 

 

測定点 
類 

型 

平成 

年度 

全燐（T-P）〔表層〕（mg/L） 

最小 最大 m/n 平均 環境基準 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(2)HD-4 

Ⅲ 

22 0.018 0.043 0/6 0.035 

0.05以下 

23  0.020  0.060 1/6 0.039 

24 0.014 0.068 1/6 0.037 

25 0.024 0.049 0/6 0.032 

26 0.026 0.071 2/6 0.042 

三 田 尻

湾・防府

海 域

(3)HD-2 

Ⅲ 

22 0.013 0.028 0/12 0.021 

0.05以下 

23 0.015 0.034 0/12 0.023 

24  0.010 0.054 1/12 0.026 

25 0.009 0.035 0/12 0.022 

26 0.016 0.031 0/12 0.023 

注：「m/n」は「環境基準を超える検体数/総検体数」を示す。 

 
（講じようとする環境保全措置） 
・プラント排水等は、新たに設置する排水処理装置において凝集・沈殿処理、

ろ過処理、中和処理を行う。 
・生活排水は、浄化槽で適切な処理を行う。 
・プラント排水等、生活排水は、それぞれ処理した後、冷却塔ブロー水ととも

に排水監視槽を経由して、エア･ウォーター株式会社防府工場敷地内の既設排
水溝へ排出する。 

・排水監視槽では、通常時、化学的酸素要求量（COD）を30mg/L以下、窒素含有
量を8mg/L以下、燐含有量を2mg/L以下に管理する。 

66



67 

 

予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
プラント排水、生活排水等は、新たに設置する排水処理装置や浄化槽で適切な処理を行った

後、冷却塔ブロー水とともに排水監視槽を経由して、エア･ウォーター株式会社防府工場敷地内
の既設排水溝へ排出する。 

総合排水口では、現状は通常22,521 m3/日、最大26,753 m3/日の排水量があるが、将来は通常
25,291 m3/日、最大29,823 m3/日となり、発電所寄与は、通常2,770 m3/日（11％）、最大3,070 m3/
日（10％）となる。 

排水は、海域へ排出された後に速やかに拡散し、水の汚れ、富栄養化の影響は排水口近傍に
限られることから、排水先の海域（三田尻中関港内）の水質の変化は小さいと予測する。 

 
一般排水に係るフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価の概要） 
施設の稼働（排水）による水の濁り、富栄養化の影響については、環境保全措置を講じるこ

とにより、排水中の水質は適正に管理された後に海域へ排出されることから、海域（三田尻中
関港内）の水質の変化は小さいものと予測され、施設の稼働に伴う発電所の排水中の化学的酸
素要求量（COD）、窒素含有量（T-N）及び燐含有量（T-P）について、実行可能な範囲内で低減
が図られているものと評価する。 

また、発電所からの排水は、排水処理装置において化学的酸素要求量は日間平均で30mg/L以
下、日最大で40mg/L以下、窒素含有量は日間平均で8mg/L以下、日最大で16mg/L以下、燐含有量
は日間平均で2mg/L以下、日最大で4mg/L以下に低減、管理することとしており、特定施設では
ないが、排水基準より十分低い値を計画している。 

以上のことから、排水先の海域（三田尻中関港内）の水質の変化は小さいと予測され、環境
の保全の基準等との整合が図られるものと評価する。 

上 水

他社

日平均：2,600m3/日

日最大：2,600m3/日
工 水

工 水

事務所

ボイラ等

冷却塔

浄化槽

排水処理装置 排水監視槽

総合排水口(既設)

排
水
溝
（
既
設
）

日平均：160m3/日

日最大：460m3/日

日平均：10m3/日

日最大：10m3/日

【排水処理設備】

水質測定箇所

日平均：2,770m3/日

日最大：3,070m3/日10m3/日

600m3/日

8,800m3/日

日平均：2,320m3/日

日最大：1,760m3/日

日平均：280m3/日

日最大：840m3/日

通常：25,291m3/日

最大：29,823m3/日

通常：22,521m3/日

最大：26,753m3/日
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表7(1) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（機械等の稼働）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域の敷地境界の2地点及び近隣民家の2地点における騒音の

現地調査結果は、下表のとおりである。 

 

敷地境界における騒音調査結果（LA5） 

       調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月) 

項  目 

測 定 値 

朝 

（6 時～8 時）

昼間 

(8 時～18 時)

夕 

(18 時～21 時) 

夜間 

(21 時～6時)

時間率 

騒音レベル 

(デシベル) 

№1 
平日 58 62 56 53 

休日 55 57 50 54 

№2 
平日 52 64 50 50 

休日 48 51 49 50 

 注：1.時間区分は、「山口県公害防止条例施行規則第10条」による時間区分である。 

    

 

近隣民家における騒音調査結果（LAeq） 

調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼 間（6 時～22 時） 夜 間（22 時～6 時） 

等価 

騒音レベル 

(デシベル) 

№3 
平日 56 47 

休日 55 49 

№4 
平日 50 45 

休日 45 42 

 注：1.昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 

  

 

 

 

 

 

（講じようとする環境保全措置） 
・騒音の発生源となる機器については、可能な限り敷地境界から離れた配置と

する。 
・騒音の発生源となる機器については、可能な限り建屋内への設置を図る。 
・騒音の発生源となる機器については、必要に応じてエンクロージャー（機器

を外装で覆う）や防音ラギングを設置する。 
・冷却塔周辺に防音壁を設置する。 
・冷却塔上に防音壁を設置する。 
・冷却塔送風機翼車を低騒音型に変更する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
施設の稼働（機械等の稼働）に伴う騒音の予測結果は、下表のとおりである。 

 
施設の稼働に伴う騒音レベルの予測結果（LA5） 

（単位：デシベル） 

予測地点 

朝（6 時～8 時） 昼間（8 時～18 時） 

現況 

実測値

（LA5） 

予測結果（LA5） 

基準値

現況 

実測値

（LA5）

予測結果（LA5） 

基準値
予測値 合成値 予測値 合成値 

敷地境界 
№1 58 59 62 75 62 59 64 75 

№2 52 57 58 75 64 57 65 75 

 

予測地点 

夕（18 時～21 時） 夜間（21 時～6 時） 

現況 

実測値

（LA5） 

予測結果（LA5） 

基準値

現況 

実測値

（LA5）

予測結果（LA5） 

基準値
予測値 合成値 予測値 合成値 

敷地境界 
№1 56 59 61 75 54 59 60 70 

№2 50 57 58 75 50 57 58 70 

  注：1.合成値は、予測値と現況実測値を合成した値である。 

2.時間区分は、「山口県公害防止条例施行規則第10条」に基づく時間区分である。 

3.基準値には、「山口県公害防止条例」に定める工業専用地域の規制基準を記載した。 

   

 

施設の稼働に伴う騒音レベルの予測結果（LAeq） 
（単位：デシベル） 

予測地点 

昼間（6 時～22 時） 夜間（22 時～6 時） 

現況 

実測値

（LAeq） 

予測結果（LAeq） 
環境 

基準 

現況 

実測値

（LAeq） 

予測結果（LAeq） 
環境 

基準 予測値 合成値 予測値 合成値 

近隣民家 
№3 56 47 57 65 49 47 51 60 

№4 50 49 53 60 45 49 50 50 

  注：1.合成値は、予測値と現況実測値を合成した値である。 

2.昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく時間区分である。 

3.環境基準は、№3は道路に面する地域のC類型、№4は道路に面する地域以外のC類型の値を示した。 

 

 

 

（評価の概要） 
施設の稼働（機械等の稼働）に伴う騒音については、環境保全措置を講じることにより、生

活環境に及ぼす影響は実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 
敷地境界における騒音レベル（LA5）の予測結果は、朝～夕は58～65デシベル、夜間は60及び

58デシベルで、いずれの時間区分も「山口県公害防止条例」に基づく規制基準以下となってい
る。 
近隣民家における騒音レベル(LAeq)の予測結果は、№3の昼間は57デシベル、夜間は51デシベ

ル、№4の昼間は53デシベル、夜間は50デシベルとなり、いずれも環境基準に適合している。 
以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表7(2) 土地又は工作物の存在及び供用－施設の稼働（機械等の稼働）－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（調査結果の概要） 
対象事業実施区域の敷地境界の2地点及び近隣民家の2地点における振動の現

地調査結果は、下表のとおりである。 

敷地境界における振動調査結果（L10） 

         調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月) 

項  目 

測 定 値 

昼間 

（8 時～19 時） 

夜間 

（19 時～8 時） 

時間率 

振動レベル 

(デシベル) 

№1 
平日 37 39 

休日 28 28 

№2 
平日 37 32 

休日 34 34 

 注：1.昼夜の時間区分は、「平成23年防府市告示第45号及び第46号」に基づく区分である。 

    

近隣民家における振動調査結果（L10） 

調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木)、25 日(日)～26 日(月)

項  目 

測 定 値 

昼間 

（8 時～19 時） 

夜間 

（19 時～8 時） 

時間率 

振動レベル 

(デシベル) 

№3 
平日 38 29 

休日 34 31 

№4 
平日 27 25 未満 

休日 25 未満 25 未満 

注：1.昼夜の時間区分は、「平成23年防府市告示第45号及び第46号」に基づく区分である。 

    

 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・振動の発生源となる機器については、可能な限り敷地境界から離れた配置と
する。 

・振動の発生源となる機器については、基礎を強固にし、振動伝搬の低減を図
る。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
施設の稼働（機械等の稼働）に伴う振動の予測結果は、下表のとおりである。 
 

 

 

施設の稼働に伴う近隣民家振動の予測結果（L10） 
（単位：デシベル） 

予測地点 

昼 間（8 時～19 時） 夜 間（19 時～8 時） 

現 況 

実測値 

（L10） 

予測結果（L10） 
基準値

現 況

実測値

（L10）

予測結果（L10） 
基準値

予測値 合成値 予測値 合成値 

近 傍 

民 家 

№3 38 22 38 

55 

31 22 32 

55 

№4 27 23 28 25 未満 23 27 

注：1.合成値は、予測値と現況実測値を合成した値である。 

2.現況実測値が25デシベル未満は25デシベルとして、予測値と合成した。 

3.基準値には、参考として「新・公害防止の技術と法規2011-騒音・振動編」（(社)産業環境管理協会、平成23

年）による振動の感覚閾値を示した。 

4.昼夜の時間区分は、「平成23年防府市告示第45号及び第46号」による時間区分を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（評価の概要） 

施設の稼働（機械等の稼働）に伴う振動については、環境保全措置を講じることにより、生
活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 

近隣民家における振動レベルの予測結果は、№3の昼間が38デシベル、夜間が32デシベル、№
4の昼間が28デシベル、夜間が27デシベルであり、振動の感覚閾値とされる55デシベルを下回っ
ている。 

以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表8(1) 土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

窒
素
酸
化
物
・
粉
じ
ん
等 

（調査結果の概要） 
（１）気象の状況 

気象の状況（地上気象）は、平成27年1月1日～12月31日の現地調査結果に
よれば、年間全日の風向は西北西の風が最も多く、平均風速は2.7m/sとなっ
ている。 

 

（２）窒素酸化物の濃度の状況 
主要な交通ルート沿いの2地点における二酸化窒素の測定結果は、下表の

とおりである。 
二酸化窒素の沿道環境濃度 

春季：平成27年 4月 8日～14日

夏季：平成27年 8月 5日～11日

秋季：平成27年10月 1日～ 7日

冬季：平成27年 2月 4日～10日

調査地点（道路名） 

二酸化窒素（NO2） 

有効

測定

日数

測定

時間

期間

平均値

1時間

値の

最高

値

1時間値が

0.2ppmを

超えた

時間数と

その割合

1時間値が 

0.1ppm以上 

0.2ppm以下の

時間数と 

その割合 

日平均値が 

0.06ppmを 

超えた 

日 数 と 

その割合 

日平均値が

0.04ppm以上

0.06ppm以下

の日数とそ

の割合 

日 時間 ppm ppm 時間 % 時間 % 日 % 日 % 

防府市記念モデル 

児童公園 

(市道牟礼中関線) 

№1 

28 672 0.010 0.047 0 0 0 0 0 0 0 0 

石が口自治会館 

(県道 185 号線) 

№4 

28 672 0.011 0.038 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（３）交通量の状況 
主要な交通ルートの4地点における交通量調査結果は、下表のとおりであ

る。 

交通量調査結果 

【平日】                  調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木) 

調査地点 区 分 

昼  間 

6 時～22 時

（台/16h）

夜  間 

22 時～6 時

（台/8h） 

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度 

 

（km/h） 

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 5,154 204 5,358 

40 大型車 186 6 192 

合 計 5,340 210 5,550 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 9,468 504 9,972 

40 大型車 486 6 492 

合 計 9,954 510 10,464 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 5,466 330 5,796 

40 大型車 288 6 294 

合 計 5,754 336 6,090 

県道 185 号線 

№4 

小型車 16,896 1,110 18,006 

50 大型車 792 174 966 

合 計 17,688 1,284 18,972 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
窒素酸化物及び粉じん等の予測地点における将来交通量は、下表のとおりである。 

 
予測地点における将来交通量（定期点検時） 

予測地点 

一般車両 

（台/24h） 

発電所関係車両

（台/24h） 

合 計 

（台/24h） 
工事関係

車両の割合

（％） 小型車 大型車 合 計 小型車 大型車 合 計 小型車 大型車 合 計 

市道牟礼中関線 

№1 
5,358 192 5,550 40 4 44 5,398 196 5,594 0.8

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
9,972 492 10,464 42 8 50 10,014 500 10,514 0.5

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
5,796 294 6,090 34 2 36 5,830 296 6,126 0.6

県道185号線 

№4 
18,006 966 18,972 26 2 28 18,032 968 19,000 0.1

注：1．一般車両は、交通量の現地調査結果を用いた。 
  2．一般車両将来交通量は、過去の道路交通センサスの結果から、近年の交通量に増加傾向は認め

られないことから、伸び率は考慮しないこととした。 
  

 
資材等の搬出入に用いる車両の占める割合は、地点No.1では0.8%、地点No.2では0.5%、地点

No.3では0.6%、地点No.4では0.1%である。 
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表8(2) 土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

大
気
質 

窒
素
酸
化
物
・
粉
じ
ん
等 

（講じようとする環境保全措置） 
・定期点検時における資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が

集中する時間帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 
・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を発電所関係者へ周知徹

底する。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
発電所関係車両から排出される窒素酸化物及び粉じん等については、環境保全措置を講じる

ことにより、実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 
現地調査の一般環境、沿道環境とも日平均値が0.04ppmを超える日はないこと、将来交通に占

める資材等の搬出入車両の割合が、最大でも0.8%（地点No.1）であることから、環境基準の確
保に支障を及ぼすものではないと評価する。 

なお、粉じん等については、環境基準等の基準又は規制値は定められていない。 
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表8(3) 土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（調査結果の概要） 
主要な交通ルート沿いの4地点における道路交通騒音及び交通量の現地調査結

果は、下表のとおりである。 
 

道路交通騒音調査結果（LAeq） 

調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木)、25日(日)～26日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼 間（6 時～22 時） 夜 間（22 時～6 時）

等価 

騒音レベル 

(デシベル) 

市道牟礼中関線 

№1 

平日 63 53 

休日 62 54 

市道三田尻沖ノ原線

№2 

平日 63 55 

休日 63 55 

市道三田尻沖ノ原線

№3 

平日 64 55 

休日 64 56 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線)

№4 

平日 65 60 

休日 63 59 

注：昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 

 

 

交通量調査結果 

【平日】                  調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木) 

調査地点 区 分

昼  間 

6 時～22 時

（台/16h）

夜  間 

22 時～6 時

（台/8h） 

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度 

 

(km/h） 

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 5,154 204 5,358 

40 大型車 186 6 192 

合 計 5,340 210 5,550 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 9,468 504 9,972 

40 大型車 486 6 492 

合 計 9,954 510 10,464 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 5,466 330 5,796 

40 大型車 288 6 294 

合 計 5,754 336 6,090 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

小型車 16,896 1,110 18,006 

50 大型車 792 174 966 

合 計 17,688 1,284 18,972 

注：昼夜の時間区分は、「騒音に係る環境基準について」に基づく区分である。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
資材等の搬出入に伴う道路交通騒音の予測結果は、下表のとおりである。 

 

 資材等の搬出入に伴う道路交通騒音の予測結果（LAeq） 
（定期点検時：平日） 

【昼間（6 時～22 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(LAeq) 

 

 

① 

騒音レベル予測結果(LAeq) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

環
境
基
準 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
63 66 66 63 0 65 75

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
63 69 69 63 0 65 75

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
64 68 68 64 0 65 75

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

65 71 71 65 0 70 75

注：1.現況実測値及び騒音レベル予測結果は、等価騒音レベル（LAeq）を示す。 
2.環境基準は、№1 は道路に面する地域の B 類型、№2 及び№3 は道路に面する地域の C 類型、№4 は幹線

交通を担う道路に近接する空間の特例基準を示した。 
3.要請限度は、№1 及び№4 は「騒音規制法」に基づく b 区域の 2 車線以上の昼間の値を、それ以外は c 区

域の 2 車線以上の昼間の値を示した。 
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表8(4) 土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

騒 

音 

騒 

音 

（講じようとする環境保全措置） 
・定期点検時における資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が

集中する時間帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 
・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を発電所関係者へ周知徹

底する。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材等の搬出入による道路交通騒音については、環境保全措置を講じることにより、沿道周

辺の生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 
予測地点における将来の道路交通騒音レベル（LAeq）は、63～65デシベルの範囲であり、環境

基準を下回っている。 
以上のことから、生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られており、環境

保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表8(5) 土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（調査結果の概要） 
主要な交通ルート沿いの4地点における道路交通振動及び交通量の調査結果は、

下表のとおりである。 

 
道路交通振動調査結果（L10） 

調査日：平成27年10月7日(水)～8日(木)、25日(日)～26日(月) 

項  目 
測 定 値 

昼 間（8 時～19 時） 夜 間（19 時～8 時）

振動レベル 

(デシベル) 

市道牟礼中関線 

№1 

平日 26 25 

休日 26 25 

市道三田尻沖ノ原線

№2 

平日 35 27 

休日 26 25 

市道三田尻沖ノ原線

№3 

平日 39 31 

休日 39 31 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線)

№4 

平日 33 29 

休日 29 29 

注：1.昼夜の時間区分は、「平成 23 年防府市告示第 48 号」に基づく区分である。 

2.測定値は、各時間区(昼間、夜間)における時間率振動レベル(L10)の算術平均値である。 
 

 

交通量調査結果 
【平日】                  調査日：平成 27 年 10 月 7 日(水)～8 日(木) 

調査地点 区 分

昼  間 

8 時～19 時

（台/11h）

夜  間 

19 時～8 時

（台/13h）

全  日 

 

（台/24h） 

規制速度 

 

(km/h） 

市道牟礼中関線 

№1 

小型車 4,314 1,044 5,358 

40 大型車 168 24 192 

合 計 4,482 1,068 5,550 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 8,142 1,830 9,972 

40 大型車 450 42 492 

合 計 8,592 1,872 10,464 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 4,518 1,278 5,796 

40 大型車 258 36 294 

合 計 4,776 1,314 6,090 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

小型車 13,884 4,122 18,006 

50 大型車 744 222 966 

合 計 14,628 4,344 18,972 

注：昼夜の時間区分は、「平成 23 年防府市告示第 48 号」に基づく区分である。 

 
 

80



81 

 

予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
資材等の搬出入に伴う道路交通振動の予測結果は、下表のとおりである。 

資材等の搬出入に伴う道路交通振動の予測結果 

（定期点検時：平日） 
【昼間（8 時～19 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(Ｌ10) 

 

 

① 

振動レベル予測結果(Ｌ10) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
28 40 40 28 0 65 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
36 42 43 37 1 70 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
41 41 41 41 0 70 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

36 48 48 37 1 65 

   
【夜間（6 時～8 時、19 時～22 時）】 （単位：デシベル）

予測地点 

 

 

現況 

実測値 

(Ｌ10) 

 

 

① 

振動レベル予測結果(Ｌ10) 

 

現況計算値 

現  状 

一般車両 

 

 

 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両

 

補正後 

将来計算値 

一般車両 

＋ 

発電所関係車両 

 

② 

 

増加分 

 

 

 

 

②－① 

要
請
限
度 

市道牟礼中関線 

№1 
26 40 40 26 0 60 

市道三田尻沖ノ原線 

№2 
33 40 41 34 1 65 

市道三田尻沖ノ原線 

№3 
42 41 42 43 1 65 

県道 185 号線 

(防府停車場向島線) 

№4 

33 47 47 33 0 60 

 注：1.現況実測値及び振動レベル予測結果は時間率振動音レベル（L10）を示す。 

2.要請限度は、№1 及び№4 は「振動規制法」に基づく第 1 種区域、それ以外は第 2 種区域の値を示した。 

3.現況実測値は、影響が最大となった時間の実測値である。 
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表8(6)  土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

大
気
環
境 

振 

動 

振 

動 

（講じようとする環境保全措置） 
・定期点検時における資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が

集中する時間帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 
・急発進、急加速の禁止及びアイドリングストップ等の運転を励行する。 
・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を発電所関係者へ周知徹

底する。 
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予測結果・評価の概要 

（評価の概要） 
資材等の搬出入による道路交通振動については、環境保全措置を講じることにより、沿道周

辺の生活環境に及ぼす影響は、実行可能な範囲内で低減が図られているものと評価する 
予測地点における将来の道路交通振動レベル（L10）は、26～43デシベルであり、道路交通 振

動の要請下回っている。 
以上のことから、環境保全の基準等の確保に支障を及ぼすものではないと評価する。 
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表8(7)  土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

（調査結果の概要） 
（１）人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

主要な場として「天神山公園（防府天満宮）」、「毛利氏庭園」等の5地点を選
定した。活動の場の概要は、下表のとおりである。 

 

人と自然との触れ合いの活動の場の概要 

名 称 地 域
方 向 

距 離 
利用状況 利用形態 

天神山公園 

（防府天満宮） 
防府市

北西 

約 3.0 ㎞

日本三天神の一つで防府市を

代表する観光地、防府天満宮

の背後にあたる天神山一帯に

広がるこの公園は、春はウ

メ・サクラの名所として、そ

の香りや彩りを楽しめる。 

野 外 レ ク リ

エーション 

毛利氏庭園 防府市
北 

約 2.0 ㎞

旧藩主毛利氏の邸宅で、国指

定の名勝。現在邸宅の一部は、

毛利博物館として毛利氏に伝

わる宝物を所蔵、展示してい

る。 

野 外 レ ク リ

エーション 

大平山山頂公園 防府市
北東 

約 5.0 ㎞

防府市最高峰大平山の山頂に

整備されている公園で、遊具

などを設置し、防府市のレク

リエーションスポットになっ

ている。 

野 外 レ ク リ

エーション 

向島運動公園 防府市
南西 

約 4.0 ㎞

向島西側の海岸沿いに位置

し、全天候型テニスコートや、

野球･ソフトボール・サッカー

などができる多目的広場があ

る。 

スポーツ 

桑山公園 防府市
西 

約 2.0 ㎞

桑山は山全体が公園になって

おり、遊歩道がめぐり、四季

を通じて豊かな自然が楽しめ

る。4 月には花見を楽しむ市民

でにぎわう。 

野 外 レ ク リ

エーション 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
発電所関係車両の台数が最大となる時期の交通量は、下表のとおりである。 
 

予測地点における平日の交通量（通常稼働時） 

予測地点 区 分 

昼間（7時～19時）交通量（台/12h） 発電所関

係車両の

割合 

（％） 

現 状 将  来 

一般車両 一般車両 
発電所 

関係車両 
合 計 

市道 

牟礼中関線 

№1 

小型車 4,398 4,398 30 4,428  0.7%

大型車 180 180 28 208  13.5%

合 計 4,578 4,578 58 4,636  1.3%

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 8,082 8,082 18 8,100  0.2%

大型車 468 468 0 468  0.0%

合 計 8,550 8,550 18 8,568  0.2%

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 4,590 4,590 24 4,614  0.5%

大型車 276 276 40 316  12.7%

合 計 4,866 4,866 64 4,930  1.3%

一般県道 

防府停車場向島線 

№4 

小型車 14,208 14,208 18 14,226  0.1%

大型車 768 768 0 768  0.0%

合 計 14,976 14,976 18 14,994  0.1%

主要地方道 

防府停車場線 

③ 

小型車 16,827 16,827 36 16,863  0.2%

大型車 1,355 1,355 68 1,423  4.8%

合 計 18,182 18,182 104 18,286  0.6%

主要地方道 

防府環状線 

⑤ 

小型車 9,261 9,261 24 9,285  0.3%

大型車 1,776 1,776 40 1,816  2.2%

合 計 11,037 11,037 64 11,101  0.6%

一般県道 

三田尻港徳地線 

⑦ 

小型車 6,721 6,721 36 6,757  0.5%

大型車 658 658 68 726  9.4%

合 計 7,379 7,379 104 7,483  1.4%

注：1．交通量は、人と自然との触れ合いの活動の主な活動時間帯である昼間（7 時～19 時）における往
復交通量を示す。 

2．一般車両交通量は、現地調査及び平成 22 年度道路交通センサスによる交通量である。 
  3．一般車両将来交通量は、過去の道路交通センサスの結果から、近年の交通量に増加傾向は認めら

れないことから、伸び率は考慮しないこととした。 
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表8(8)  土地又は工作物の存在及び供用－資材等の搬出入－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

重
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（講じようとする環境保全措置） 

・定期点検時における資材等の搬出入は、可能な限り通勤時間帯などの車両が集
中する時間帯を避け、車両台数の平準化等を図る等の調整を徹底する。 

・人と自然との触れ合いの活動の場の利用の多い休日は、可能な限り資材等の搬
出入は行わない。 

・定期的に実施予定の会議において、上記の保全措置を発電所関係者へ周知徹底
する。 
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予測結果・評価の概要 

 

 
予測地点における休日の交通量（定期点検時） 

予測地点 区 分 

昼間（7時～19時）交通量（台/12h） 発電所関

係車両の

割合 

（％） 

現 状 将  来 

一般車両 一般車両 
発電所 

関係車両 
合 計 

市道 

牟礼中関線 

№1 

小型車 3,378 3,378 24 3,402  0.7%

大型車 54 54 4 58  6.9%

合 計 3,432 3,432 28 3,460  0.8%

市道三田尻沖ノ原線 

№2 

小型車 9,462 9,462 30 9,492  0.3%

大型車 198 198 8 206  3.9%

合 計 9,660 9,660 38 9,698  0.4%

市道三田尻沖ノ原線 

№3 

小型車 4,818 4,818 20 4,838  0.4%

大型車 114 114 2 116  1.7%

合 計 4,932 4,932 22 4,954  0.4%

一般県道 

防府停車場向島線 

№4 

小型車 11,868 11,868 16 11,884  0.1%

大型車 156 156 2 158  1.3%

合 計 12,024 12,024 18 12,042  0.1%

主要地方道 

防府停車場線 

③ 

小型車 14,919 14,919 28 14,947  0.2%

大型車 112 112 4 116  3.4%

合 計 15,031 15,031 32 15,063  0.2%

主要地方道 

防府環状線 

⑤ 

小型車 8,211 8,211 20 8,239  0.2%

大型車 147 147 2 149 1.3%

合 計 8,358 8,358 22 8,380 0.3%

一般県道 

三田尻港徳地線 

⑦ 

小型車 5,959 5,959 28 5,987  0.5%

大型車 54 54 4 58  6.9%

合 計 6,013 6,013 32 6,045  0.5%

注：1．交通量は、人と自然との触れ合いの活動の主な活動時間帯である昼間（7 時～19 時）における往
復交通量を示す。 

2．一般車両交通量は、現地調査及び平成 22 年度道路交通センサスによる交通量である。 
3．一般車両将来交通量は、過去の道路交通センサスの結果から、近年の交通量に増加傾向は認めら

れないことから、伸び率は考慮しないこととした。 
 

 

 

 

（評価の概要） 
資材等の搬出入による車両の運行については、環境保全措置を講じることにより、資材等の

搬出入に伴う主要な人と自然との触れ合い活動の場に対する影響は、実行可能な範囲内で低減
が図られているものと評価する。 
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表9  土地又は工作物の存在及び供用－廃棄物の発生－ 

選定項目 調査結果の概要・講じようとする環境保全措置 

廃
棄
物
等 

産
業
廃
棄
物 

（調査結果の概要） 
一般廃棄物及び産業廃棄物の排出状況、処理・処分の状況は、下表のとおりであ

る。 
 

一般廃棄物及び産業廃棄物の排出状況、処理・処分の状況 

項 目 内 容 備 考 

防府市における一般廃棄物の

総排出量 

51.3千t/年 平成25年度 

山口県における産業廃棄物の

発生量 

7,972.4千t/年 平成25年度 

防府市における一般廃棄物の

処理・処分の状況 

処理量：50.4千t/年 

最終処分量：7.6千t/年 

資源化率：8.2% 

平成25年度 

山口県における産業廃棄物の

処理・処分の状況 

発生量：7,972.4千t/年 

最終処分量：332.4千t/年 

資源化率：55.6% 

平成25年度 

防府市における一般廃棄物処

理施設の設置状況 

バイオガス化施設、焼却施設、小

型動物焼却炉、リサイクル施設 

－ 

山口県における産業廃棄物の

処理施設の設置状況 

木くず又はがれき類の破砕施設

191箇所、汚泥の脱水施設53箇所

等、全472箇所 

平成26年度 

 
国及び地方公共団体の将来計画に係る情報については、下表のとおりである。 
 

国及び地方公共団体の将来計画に係る情報 

計画等 内 容 目標値等 

「建設ﾘｻｲｸﾙ推進計画2014」（国

土交通省、平成26年9月） 

建設廃棄物等の再資源化等

について目標設定（平成30年

度） 

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊：99%以上 

建設発生木材：95%以上 

建設汚泥：90%以上  

「山口県循環型社会形成推進

基本計画（第3次計画）骨子案」

（山口県、平成27年10月） 

廃棄物のリサイクル率、バイ

オマスの利用等について目

標設定（平成32年度） 

建設廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率96%（予定）

森林ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用量（林地残

材）：55,000t 

ﾊﾞｲｵﾏｽ(発電)の導入：100,000kW

「防府市環境基本計画」（防府

市、平成24年3月） 

廃棄物等の最終処分量等に

ついて目標設定（平成33年

度） 

廃棄物等の最終処分量：6,571t 

「防府市ごみ処理基本計画」

（防府市、平成25年3月） 

事業系ごみ排出量等につい

て目標設定（平成33年度） 

事業系ごみ排出量：14,565t/年 

一般廃棄物ﾘｻｲｸﾙ率：30.8%  

 
 

（講じようとする環境保全措置） 
・燃焼灰等の副産物については、可能な限り有効利用を図り、止むを得ず有効利

用できないものについては、廃棄物処理業者に委託し、適正処理を行う。 
・定期点検時等に伴い発生する廃油、廃プラスチック、金属くず、ガラス・陶磁

器くず等は、法令に基づき、廃棄物の再資源化等を図ることができる業者に委
託し、資源の有効利用に努め、処分量を低減する。 

・廃棄物の性状から分別回収・再利用・再生利用が困難な産業廃棄物については、
産業廃棄物の種類ごとに廃棄物処理業者に委託して適正に処分する。 
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予測結果・評価の概要 

（予測結果の概要） 
発電所の稼働に伴う主な産業廃棄物の種類及び量の予測結果は、下表のとおりである。 
 

発電所の稼働に伴い発生する産業廃棄物 
（単位：ｔ）

区 分 内 容 発生量 
有 効

利用量
処分量 備 考 

ばいじん フライアッシュ 約 36,000 約 10,000 約 26,000 

・セメント原料に有効利用する。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処

理業者に委託し、適正に処理する。 

燃え殻 ボトムアッシュ 約 12,000 0 約 12,000 

・有効利用が困難なため、全量を産業廃

棄物処理業者に委託し、適正に処理す

る。 

汚 泥 脱水汚泥 約 311 約 49 約 262 

・セメント原料等に有効利用する。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処

理業者に委託し、適正に処理する。 

廃 油 潤滑油等 約 8 約 7 約 1 

・有価物として売却及びリサイクル燃料

の原料等として有効利用する計画であ

る。 

・有効利用できない分は、産業廃棄物処

理業者に委託し、適正に処理する。 

廃プラスチック類 機器梱包材等 約 7 約 4 約 3 

・破砕等の処理後、リサイクル燃料の原

料等として有効利用する計画である。

・分別回収・有効利用できない分は、産

業廃棄物処理業者に委託し、適正に処

理する。 

金属くず 
鋼板、鋼管廃材

等 
約 243 約 243 0 

・有価物として売却し、有効利用する計

画である。 

ガラスくず・コン

クリートくず及び

陶磁器くず 

タイル、ガラス

残材、保温材等 
約 32 約 1 約 31 

・再生保温材又は路盤材等として有効利

用する計画である。 

・分別回収・有効利用できない分は、産

業廃棄物処理業者に委託し、適正に処

理する。 

合 計 約 48,600 約 10,300 約 38,300 － 

注：1.表中の値は、バイオマス混焼比率 45％時（年平均）の値である。 
2.燃焼灰の処分量は、石炭専焼時よりもバイオマス混焼時の方が多くなる（バイオマス燃料は石炭よりもアルカ

リ成分等を多く含んでいるため、バイオマスを高い混焼比率で利用することにより、排出される燃焼灰の性状
が石炭専焼火力のものと異なり、セメント原料としての引き取りに量的な制限が生じる。フライアッシュの有
効利用量は約 1 万 t/年程度としているが、事業開始後においても引き続き有効利用量の向上に努める）。 

3.合計欄の数値は、合計値を端数調整したものである。 

 
 
 
（評価の概要） 

発電所の稼働に伴う産業廃棄物の発生量は最大で約48,600t/年と予測されるが、約21％に当
たる約10,300t/年の有効利用を図り、処理・処分が必要な産業廃棄物は法令に基づき適正に処
分することから、環境への負荷量の増加は少ないものと考えられ、産業廃棄物の発生は実行可
能な範囲内で低減が図られているものと評価する。 

発電所の稼働に伴う廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき適正に処理す
るとともに、「山口県循環型社会形成推進基本計画（第3次計画）骨子案」（山口県、平成27年10
月）等の諸計画に基づき可能な限り有効利用に努めて廃棄物の排出を抑制する。また、「資源の
有効な利用の促進に関する法律」（平成3年法律第48号）の趣旨に則り、再生資源及び再生部品
の利用に努める。 

以上のことから、関係法規及び諸計画との整合が図られていると評価する。 
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図 1 大気質等の調査地点（一般環境） 
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図 2 大気質等の調査地点（沿道） 
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図 3 高層気象の調査地点 
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図 4 重金属等の微量物質の調査地点 
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図5 騒音、振動の調査地点（敷地境界、近隣民家） 
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図 6 騒音、振動の調査地点（沿道） 
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図 7 水質の調査地点 
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図 8 陸域の動物、植物の調査地点 
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図 9 陸域の動物の調査地点（猛禽類） 
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図 10 眺望景観の調査地点 
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図 11 交通量及び人と自然との触れ合いの活動の場の調査地点 
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【現状】 

 
撮影期日：平成 27 年 2 月 20 日 

 
【将来】 

 
代表的な眺望景観の変化（桑山公園展望台） 

 

発電所 
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【現状】 

 
撮影期日：平成 27 年 2 月 20 日 

 
【将来】 

 
代表的な眺望景観の変化（江泊山（斜面）） 

 

発電所 
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３. 環境監視計画 

環境監視は、発電所の建設工事中及び供用後においては、法律等の規定に基づいて実施するも

のの他、事業特性及び地域特性の観点から、事業者として環境監視を行うことが適切と考えられ

る事項について、環境の状態を監視していくことを主目的とした測定等を行う計画です。 
この環境監視の結果、事業者の行為により環境保全上特に配慮を要する事項が判明した場合に

は、原因を究明して速やかに関係機関と協議を行い、必要に応じて所要の対策を講じる考えです。 
環 境 監 視 計 画（工事中） 

環 境 要 素 監視項目 実 施 内 容 

建 
 

設 
 

工 
 

事 
 

中 

大 気
環 境 

大  気  質 
騒 音 ・ 振 動 

資材及び機械
の運搬に用い
る車両の運行
状況 

1．調査方法 
対象事業実施区域に入構する資材及び機械の運搬に
用いる車両の台数を把握する。 

2．調査地点 
入出門（1ヶ所）とする。 

3．調査時期及び頻度 
建設工事中において、資材及び機械の運搬に用いる車
両が最大になる時期とする。 

騒 音 
建設機械の稼
働 

1．調査方法 
対象事業実施区域の敷地境界において、騒音レベルの
測定を行う。 

2．調査地点 
発電所敷地境界 2点とする。 

3．調査時期及び頻度 
建設工事中最大時に 1回。 

 

環 境 監 視 計 画（供用後） 

環 境 要 素 監視項目 実 施 内 容 

供 

用 

後 

大 気 環 境 

大 気 質 

排 出 状 況 

硫黄酸化物 

 

1．調査方法 

連続測定装置を設置し、常時監視を行う。 
2．調査地点 

排気筒入口煙道とする。 
3．調査時期及び頻度 

運転開始以降、連続測定を行う。 

窒素酸化物

ば い じ ん 

1．調査方法 

日本工業規格に定める方法により、定期的に測定を行
う。 

2．調査地点 

排気筒入口煙道とする。 
3．調査時期及び頻度 

運転開始以降、1回/2 ヶ月とする。 

騒 音 施設の稼働

1．調査方法 

対象事業実施区域の敷地境界において、騒音レベル

の測定を行う。 

2．調査地点 

発電所敷地境界 2点とする。 
3．調査時期及び頻度 

運転開始以降、年 1回とする。 
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 事後調査 V.

事後調査については、山口県環境影響評価技術指針第 11 条により、次のいずれかに該当する場

合において、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあるときは、工事の実施の間及び対象

事業に係る土地又は工作物の供用開始後の環境の状況を把握するため実施することとされていま

す。 

・予測の不確実性の程度が大きい選定項目について環境保全措置を講ずる場合 

・効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

・工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全措置の内容をより詳細なも

のにする場合 

・代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確実性の程度及び当該代償措

置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事後調査が必要であると認められる場合 

 

本事業に係る環境影響評価については、予測の不確実性の程度が大きい選定項目はなく、また、

効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずるものではなく、かつ環境保全措置を確実に実行

することで予測及び評価の結果を確保できることから、環境影響の程度が著しく異なるおそれは

ないものと考えます。 

このことから、事後調査は実施せず、環境監視を確実に行うことにより、周辺環境の保全に努

めることとします。 

 
 

－おわりに－ 

 
以上、「防府バイオマス・石炭混焼発電所建設計画に係る環境影響評価準備書」について、その

概要をご案内しました。 
当社は、工事及び運転にあたりまして、環境保全と安全確保に最善をつくす所存でございます。 
何卒、本計画に対する皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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